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令和6年第1回 

美唄市議会定例会会議録 

令和6年3月11日(月曜日) 

午前10時00分 開会 

 

◎議事日程 

 第1 会議録署名議員の指名 

 第2 一般質問 

   

◎出席議員（14人） 

  議 長  谷 村 知 重 君 

副議長  楠   徹 也 君 

    1番  永 森 峰 生 君 

2番  伊 原 潤 司 君 

3番  江 川 いつみ 君 

    4番  海 鉾 則 秀 君 

5番  古 賀 崇 之 君 

    6番  吉 岡 建二郎 君 

7番  本 郷 幸 治 君 

8番  齋 藤 久美夫 君 

9番  山 上 他美夫 君 

   10番  森   明 人 君 

   11番  川 上 美 樹 君 

   13番  松 山 教 宗 君 

 

◎出席説明員 

市     長  桜 井   恒 君 

副  市  長  土 屋 貴 久 君 

 総 務 部 長  猪 谷 憲 恭 君 

市 民 部 長  松 田 公 史 君 

 保健福祉部長  川 西 勝 幸 君 

 経 済 部 長  副 市 長 事 務 取 扱 

都市整備部長   清 水 真 史 君 

市立美唄病院事務局長  藤 井 俊 禎 君 

消 防 長  菅 原 利 彦 君 

総務部総務課長  平 野 太 一 君 

総務部総務課長補佐  上 村 名津美 君 

  

教 育 長  石 塚 信 彦 君 

教 育 部 長  村 上 孝 徳 君 

  

選挙管理委員会委員長  中 田 礼 治 君 

選挙管理委員会事務局長  西 田 正 志 君 

  

農業委員会事務局長  高 橋 修 也 君 

  

監 査 委 員  西 尾  正 君 

監査事務局長  橋 本 光 明 君 

  

◎欠席説明員 

農業委員会会長  畑  雄 二 君 

  

◎事務局職員出席者 

 事 務 局 長   門 田 昌 之 君 

 次     長   新   宗 晃 君 

 

午前10時00分 開会 

●議長谷村知重君 これより、本日の会議を

開きます。 

この場合、説明員の欠席について、次のと

おり通知がありましたので報告いたします。 

農業委員会会長畑雄二君は都合により欠席

となります。 

 

●議長谷村知重君 次に日程の第1、会議録署

名議員を指名いたします。 

4番 海鉾則秀議員 

5番 古賀崇之議員 
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を指名いたします。 

 

●議長谷村知重君 次に日程の第2、一般質問

に入ります。 

発言通告により、順次発言を許します。 

3番江川いつみ議員。 

●3番江川いつみ議員 令和6年第1回定例会

において、大綱2点について、市長並びに教育

長にお伺いいたします。 

まず、はじめに本日は3月11日ということも

ありまして、平成23年の東日本大震災で亡く

なられた美唄の人口よりもはるかに多い方々、

そして、元旦に起きた能登半島地震でお亡く

なりになられた方々に追悼の意を表しますと

ともに、ご遺族、被災された方々にお見舞い

を申し上げます。また、被災地の皆様の安全

と1日も早い復旧・復興をお祈りいたします。 

それでは質問に入ります。本日の質問は、

少しでも人口減少に歯止めをかけ、人材不足、

社会資源不足など、どのように補うかを考え

て、質問に至ったものであります。 

一つ目に、自治体間の連携について。特に、

自治体間の協定について、お伺いいたします。 

ボランティア元年と言われた阪神淡路大震

災を契機に、東日本大震災、能登半島震災な

ど、災害の発生時には市民ボランティアだけ

でなく、自治体間の連携・協力も多く見られ

るようになりました。本市においても、近年

においては、令和3年の大規模水道事故、そし

て昨年の豪雪対策の際に、他自治体との連携

により、人材や資源などが導入され、住民の

命が救われ、日常生活の安全・安心が保たれ

たと思っております。このように現在では、

災害時は全国レベルでの自治体間の協力・連

携は当たり前に行われており、今後システム

化が期待されるところであります。さらには、

人口減少、過疎化や少子高齢化など、同じ課

題を持ち、共通の取組を行っている自治体が

情報を共有し、政策の連携が図られることで、

また協働の調査・研究が進むことで、あらゆ

る分野において、より効果的な事業実施やサ

ービスの提供が可能となり、経費も節減でき

ると考えられます。当市では、既に複数の自

治体と協定を結び、また人材派遣も行われて

います。 

そこで2点についてお伺いいたします。 

1点目として、本市と周辺自治体、特に南空

知圏域での連携・協定について。 

2点目として、人材交流も行われている東川

町とのパートナー協定について、協定を結ぶ

に至った経緯や目的、現状、成果などについ

て、市長にお伺いいたします。 

二つ目に、多文化共生社会について、多文

化共生社会の在り方や多文化共生と教育につ

いて、市長並びに教育長にお伺いいたします。 

昨年末、医師会との懇談会で、美唄市は外

国人に優しいまちになっていないのではない

か。また、海外からの留学生からは「美唄市

内で外国人を見かけないが住んでいるのか、

それともコミュニティが違うのだろうか」と

疑問を投げかけられました。また、介護現場

の外国人人材は日本語の習得を自国のオンラ

イン指導に頼り、生活支援は施設職員がプラ

イベートの時間を割いて行っているという話

も伺いました。市の総合計画の中には「外国

人」という言葉は見つかりませんでした。し

かし、「誰ひとり置き去りにしないまちづく

り」をうたっており、住民として公平に扱う
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ということなのだろうと解釈します。「美唄市

ひと・まち・しごと総合戦略」の中では、労

働者として、また4月に施行される「高齢者保

健福祉計画」の中には「外国人人材に対し、

多文化共生等に配慮した支援をする」と書か

れております。そして、この度、市長の市政

執行方針には、新たに「外国人労働者に対す

る相談窓口や日本語教室を検討するなど、地

域との共生を支援する組織づくりに努める」

とありました。 

そこで、多文化共生社会について、次の3

点を市長にお伺いいたします。 

1点目として、本市に在住する外国人労働者

の実態として、人数や業種、技能実習生の有

無、生活の状況などを把握している範囲でお

伺いいたします。 

2点目として、外国人人材の創出、関係人口

の増加の一助となりうるのではないかと思わ

れた日本語学校については、残念ながら令和6

年度の予算には計上されていません。東川町

では、公立の日本語学校として、先般、ＮＨ

Ｋのテレビ番組で紹介され、外国人学生の皆

さんが安い学費で、さらに日本文化も楽しく

学べる場所として笑顔で話しておられたこと

がとても印象的でした。これぞ「ときめき」

だと私は思うのですが、日本語学校の調査結

果についても併せてお伺いいたします。 

3点目として、外国人人材は労働者であると

同時に住民であります。住民の1人として理解

し、必要な配慮を行わなければならないと考

えますが、多文化共生社会の在り方について、

市長はどのように考え、市はどのように取り

組まれているかを伺います。 

次に、多文化共生社会と教育について、教

育長にお伺いいたします。 

当市は、外国語指導助手を導入して、外国

語教育を行っています。また、教育執行方針

の学校教育の章には「外国の言語や文化につ

いて理解を深め、コミュニケーション能力を

高めるなど、英語力向上に努める」とされて

います。言語を学ぶ目的は何でしょうか。言

語習得だけでグローバルな人間形成ができる

ものでしょうか。私は学校教育における多文

化共生が子どもたちにもたらすものは大きい

と考え、子どものうちにできるだけ多様な

人々、多様な文化に触れ合うことが大切であ

ると考えています。是非、教育長のお考えを

お伺いしたいと思います。 

●市長桜井恒君(登壇) 自治体間の協定につ

いてでありますが、はじめに、南空知圏域で

の連携・協定につきましては、「地域の自立的

な発展が見込まれる圏域の総合的、重点的な

振興整備を図る」という国の方針の下、平成3

年に南空知地域の優れた地域特性や地域資源

を最大限に活用しながら、都市圏との交流拠

点の形成、産業の活性化などに努め、「魅力あ

る調和のとれた圏域」を目指し、現在の夕張

市、岩見沢市、三笠市、南幌町、由仁町、長

沼町、栗山町、月形町及び本市の9市町により、

「南空知ふるさと市町村圏組合」を設立した

ところであります。この南空知ふるさと市町

村圏組合では、これまで、移住定住につなが

る圏域のプロモーションや地域情報等の発信、

物産の販路拡大など圏域で一体的に取り組む

ことにより、効果が期待されるソフト事業及

び構成市町の活性化に寄与する各種支援事業

に取り組んでおります。加えて、昨今の人口

減少や少子高齢化の進展に伴い、顕在化する
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課題に対し、地域で持続的に多様な行政サー

ビスを提供していくためには、適切な相互補

完と役割分担による広域的な連携が重要であ

ることから、北海道による広域連携加速化事

業に南空知9市町で取り組むこととし、令和2

年10月に協定を締結したところであります。

この協定に基づき、南空知圏域に必要な生活

機能の確保及び地域の活性化を図り、安心し

て暮らせる圏域を形成することを目的に、生

活機能の強化に係る政策分野として「地域防

災体制等の充実」、結びつきやネットワークの

強化に係る政策分野として「地域公共交通の

維持確保と利用促進」及び「ＩＣＴインフラ

の研究・活用」の三つの取組により、共同に

よる各種事業を実施しているところでありま

す。 

次に、本市と東川町のパートナー協定につ

きましては、人口減少社会における持続可能

なまちづくりを推進するため、2040年に本市

の人口が約1万2,000人になるものとの推計が

ある中、移住者の増加により人口が増加して

いる東川町のまちづくりに対する様々な取組

を学ぶため、令和2年度からの職員派遣を契機

に、相互の交流が始まったところであります。

これまで、職員派遣による人事交流につきま

しては、令和5年度までに本市から東川町へ職

員4人を派遣し、令和5年度からは東川町から

も職員1人の派遣を受け入れているところで

あります。また、令和3年に本市で発生した大

規模水道事故の際には、東川町から飲料水等

の支援をいただいたほか、令和4年度には、本

市の地域おこし協力隊が東川町に出向き、東

川町の取組を学んだところであります。それ

らの交流をとおして、今後において、両自治

体のパートナーシップを構築し、新たな社会

価値を共創する事業を推進するため、それぞ

れの特性を生かし、連携による取組を進め、

相互が発展することにより、広く社会の活性

化に寄与することを目的に、令和4年12月にパ

ートナー協定を締結したところであります。

令和5年度においては、職員が双方の夏祭りに

出展し、それぞれのまちのＰＲとともに、地

域の人々とのふれあいや職員の親睦などによ

り交流を深めたところであります。 

次に、多文化共生社会の在り方についてで

ありますが、「外国人労働者の実態」につきま

しては、令和6年2月末の外国人住民登録者数

で申し上げますと、75世帯95人の登録となっ

ており、そのうち労働関係では、在留資格の

登録区分として技能が32人、技能実習が14人

の状況であります。また、外国人労働者の就

職先につきましては、令和5年度実施の労働基

本調査の調査結果によりますと、産業別では、

建設業、製造業、運送業、小売業、飲食店、

福祉の分野に就労しているところであります。 

次に、今年度実施した日本語学校の調査結

果につきましては、昨年12月末に専門知識を

有する委託事業者から調査結果について、報

告書の提出があり、内容としましては、設立

に関する要件や生徒に関する事項などをまと

めたものとなっております。設立に関する要

件といたしましては、日本語学校が利益を見

込むために数年かかるため、その間の資金が

必要になるなどの経営基盤に関する要件、校

舎の面積が最低115平方メートル、学生1人当

たり2.3平方メートルが必要といった校舎や

敷地など不動産に関する要件、日本語学校設

立申請時に校長及び教務主任の雇用、開校ま
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でに最低3人の専任教員を確保しなければな

らないことに加え、その他事務員等を含める

と3人から6人分の人員が必要になり、日本語

学校設立には高いハードルがあるものと認識

したところであります。最後に、多文化共生

社会に向けた取組につきましては、美唄市公

式ホームページや観光パンフレットなどの多

言語化を図るほか、これまで外国人の地域お

こし協力隊の活動を通じて、中華大学観光学

院インターンシッププログラムにおいて、学

生の受け入れや台湾の料理教室などを開催し、

市民が多文化と触れる機会の創出や、「やさし

い日本語教室」を開催し、外国人と話しやす

い環境づくりの取組を進めてまいりました。

現在は外国人労働者の増加に加え、インバウ

ンドも拡大し、外国人の方の流入が増加して

おりますことから、今後におきましては、外

国人の方にとって住みよいまち、滞在しやす

いまちとなるよう、地域で活動している国際

交流団体との連携を深めながら、実際に美唄

にいらっしゃる外国人の方や就労先のお話を

伺うなど、生活実態や課題等の把握に努めて

まいりたいと考えております。 

●教育長石塚信彦君(登壇) 多文化共生にお

ける外国語教育との関わりについてでありま

すが、学校では、グローバル社会を生きる子

どもたちが視野を広く持ち、未来を自らの力

で生きることができるよう教育活動を展開し

ているところであります。また、児童生徒が

我が国の言語や文化に加えて、諸外国の多様

な言語や文化、価値観等について理解し、そ

の考え方が身に付くよう取り組んでいるとこ

ろでもあり、外国語指導助手を活用した授業

はその一つであると考えております。このた

め、外国語教育では、外国語を通して、言語

や文化について体験的に理解を深め、日本語

と外国語との音声の違い等に気づいたり、基

本的な表現に慣れ親しむなど、言語やその背

景にある文化に対する理解を深め、主体的に

外国語を用いてコミュニケーション能力を育

んでいるところであります。子どもたちにと

って、自身の生活と異なる言語や文化に触れ

ることは、多様な物の見方や考え方、価値観

等を理解するきっかけとなることから、外国

語指導助手はもとより、地域や関係機関の協

力を得ながら、国籍や民族などの異なる人々

が互いの文化的違いを認め合う教育活動を進

めてまいりたいと考えております。 

●3番江川いつみ議員 まず、自治体間の連携

についてですが、地方自治法第2編、普通地方

公共団体第1章、注釈第8条においては、市と

なる条件として、人口5万人以上、中心市街地

に全戸数の6割以上、商工業など都市的業態に

従事する者、同世帯員が人口の6割以上である

ということに規定されておりますが、南空知

圏域は、旧産炭地、閉山人口流出ということ

もあり、岩見沢市を除き、人口や資源が不足

しているにも関わらず、町や村に降格するこ

ともなく、多大な業務だけは果たさなければ

ならないという使命を課せられた市町が多い

と言えると思います。人口減少によって、市

職員の数も減ってきていますが、事業数や課

題は増えているのではないでしょうか。近年、

複数の計画が業者委託によって作成されてい

る実態を見ても、職員の人材不足が伺えます。

先に申し上げたとおり、南空知圏域にある市

町は同じ課題を抱えていると考えられます。

その点において、協定を継続的、計画的に有
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効活用することが重要であると考えます。し

つこいようですが、この協定について、市長

に再度お考えをお伺いしたいと思います。 

2点目の東川町とのパートナー協定ですが、

東川町のパートナー協定やオフィシャルパー

トナー協定というのは、東川町が関係人口を

増やしたり、ふるさと納税、寄附金を増やす

ということを目的に多くの市町村、企業に対

して行われているまちおこしの一つの手法で

あると思っております。美唄市は東川町にな

らって、多くの市町とパートナー協定を結ん

でいるわけではありません。だからこそです

が、東川町は、まちづくりのノウハウを駆使

し、多くの地域おこし協力隊や地域活性化起

業人を活用し、人材不足を補い、人口の増加

が見られるまちであり、本市としては、その

協定を太いパイプとしてまちおこし、まちづ

くりを先進地から学ぼうと、職員派遣、人材

交流を行っているものだと思います。学ぶと

いうことは、まねるということに通じます。

その点で大きな価値がある協定だと考えられ

ます。パートナー協定の成果を発揮するため

には、派遣した職員が本市に戻り、習得した

ものをしっかり目に見える形で、他の職員に

波及させ、また実践し、本市で生かすことが

重要であると思います。その点について、市

長のお考えをお伺いしたいと思います。 

次に、多文化共生について、再質問させて

いただきます。外国人人材の実態や日本語学

校の調査結果については、現時点では理解い

たしました。市政執行方針のむすび、市長の

「ときめき」という言葉は、希望と安心のこ

とだと説明されました。実は市民としては、

言葉の意味ではなく、具体的にどのような施

策を打ち出されるかということを期待して待

っております。まちづくりの施策については

二つの方向があり、まちおこしとまちづくり

であると考えます。私の解釈ですが、希望は

まちおこし、人口増加や経済発展、安心はま

ちづくり、都市計画や福祉に当たるのではな

いかと考えます。関係人口の増加の観点から

いうと、日本語学校の設立が希望ということ

になり、日本語学習支援、日本語教室が安心

になるのではないかと思っています。この度

は多文化共生ということで質問させていただ

いております。日本語学習支援については、

外国人人材が安心して暮らすために必要であ

り、そのことが市政や地域住民にとっての安

心にもつながるものだと思います。道内では、

北海道の補助により、令和2年度に道内7か所

で日本語学習支援者養成講座が行われており

ます。そのあとも栗山町で行われ、美唄市民

も受講したと伺っています。3月8日の道新に、

「くりやまにほんごクラスそら」について書

かれており、確かに美唄市民の存在がありま

した。また先般、滝川市でも、技能実習生ら

に日本語教室が好評であるという記事が載っ

ていました。調査結果を受けて、日本語学校

設立をどのように判断したのか、市長のお考

えをお伺いいたします。 

本年、技能実習生の制度も変わります。同

じ分野であれば転籍してもよいということに

なりました。そのため、外国人労働者に選ば

れる企業、選ばれるまちにならなければなら

ないというハードルが加わりました。先般、

これも道新の記事ですが「外国人材定着へ支

援厚く」という岩見沢市の記事がありました。

美唄市内でも、民間事業者は人材確保定着の
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ためにかなり努力されていると伺っておりま

す。民間事業者だけに負担をかけるのではな

く、行政として関わることが人口の増加にも

つながると考えます。また、総務省は、平成

18年に「地域における多文化共生推進プラン」

を策定しています。これは、地方公共団体が

指針や計画を作成するためのプランとなって

おり、地域の実情に合わせてとなっているた

めか、まだ自治体の半分ほどしか策定してい

ないようです。プランは令和2年9月に改定さ

れましたが、その内容がとても重要なのでこ

こで申し上げますと、外国人人材を地域社会

の一員として受け入れ、外国人住民が主体的

に地域社会に参画し、自治体活動や防災活動

の担い手となれるような環境を作るというこ

とに重点が置かれ、さらに外国人としての視

点や多様性を生かして、地域の魅力を発信し、

インバウンドを推進するということがプラン

に書かれています。災害時の要援護者として、

子どもや高齢者、障がい者、妊婦とともに挙

げられるのが旅行者や外国人です。8日の一般

質問で同僚議員が「外国人住民を消防団員と

して活躍させてはいかがか」と提案されてい

ました。外国人扱いされている時は要援護者

ですが、外国人住民として同じコミュニティ

の一員であるという認識、フォローがなされ

れば支援する存在になれるという一例だと思

います。一言つけ加えさせていただくと、私

の専門である障がい者も同様です。理解と受

け入れで、いつでも支援される側から支援す

る側にまわれます。労働者としてではなく、

住民として、日本語学習支援や生活支援、多

言語での情報提供、相談体制の整備、災害時

における支援、健康福祉、子育ての支援など、

外国人住民に対する支援や多文化を包摂する

まちづくりなど、地域における多文化共生推

進計画や指針を策定し、又は既存の計画に取

り入れ、外国人住民が安心して暮らすことの

できるまちを作っていく必要があると思いま

すが、その点に関して、再度市長にお伺いい

たします。 

教育長に再質問させていただきます。多文

化共生と教育についてです。先般、これも道

新の記事だったと思いますが、日本語で困っ

ているのは、外国人人材だけではなく、帰国

子女や外国人人材の家族も同様であるという

ことが記事になっておりました。教育執行方

針に登場した多様な子どもたちの中には、発

達障がい児、身体障がい児などの障がい児だ

けでなく、このような日本語や日本文化の学

びが必要な学童は、市内で生活されているの

でしょうか。また、子どもたちにはどのよう

な支援がされているのでしょうか。もし今は

ないとしても、今後、支援が必要になった場

合、どのような支援が考えられるのでしょう

か。本日は再質問までの準備をさせていただ

いておりますが、是非、確実に未来につなが

るご答弁をお願いいたします。 

●市長桜井恒君 今後の南空知圏域における

連携についてでありますが、圏域内のどの自

治体においても、限られた予算や人員の中で、

人口減少や少子高齢化への対応に加え、地方

行政のデジタル化の推進など、地方行政に求

められる新たな課題に対応するとともに、各

自治体ともこれまでと同様の行政サービスを

維持していくため、さらなる圏域自治体の連

携により、行政事務の効率化や経営資源の共

同利用等による取組が必要であるものと考え
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ております。 

次に、東川町への派遣研修につきましては、

派遣先の東川町において、東川スタイル課や

税務定住課など、東川のまちづくりを担う主

要な担当課で業務を経験していることから、

帰任後は、こうした職場で培った知識、経験、

能力を可能な限り発揮させるため、必要かつ

適切な人事配置に努めているところでありま

す。また、派遣研修による効果につきまして

は、その成果を数値で具体的に示すことはで

きませんが、派遣先で経験を積むことにより、

総じて企画力やプレゼンテーション能力など

が向上するとともに、人脈が築き上げられ、

業務の幅が広がるなど、職員としての資質は

着実に向上するものと考えているところであ

ります。いずれにしましても、派遣研修など

を通じて、市民の皆様の信頼と期待に応える

ことのできる高い先見性と必要な資質を持っ

た人材の育成と確保に、引き続き努めてまい

りたいと考えております。 

次に、多文化共生社会の在り方についてで

ありますが、日本語学校につきましては、調

査結果を踏まえ、現段階では設立しないと判

断したところであります。しかしながら、日

本全体の生産年齢人口の減少に伴い、さらに

外国人人材への労働力に頼らざるを得ない状

況となることが予測され、美唄市においても

例外ではないと認識しているところでありま

す。今後、市内企業における外国人労働者の

増加が見込まれる中で、市内に在住する外国

人と地域とのコミュニケーションが図られる

ことで、安心して生活することができ、その

ことにより長く会社に居続けられる環境づく

りが大切であると考えているところでありま

す。このため、令和6年度においては、外国人

労働者に対する相談窓口を設置するとともに、

地域に在住する外国人に対し、日本での生活

や仕事で必要な日本語を習得するため、日本

語教室の開設について検討するなど、地域と

の共生を支援する組織体制づくりに努めてま

いります。いずれにいたしましても、今後、

増加する外国人の方が地域で安心して生活し

ていけるよう、市内で活動されている国際交

流団体との連携を深めながら、多文化共生社

会の構築に向けた仕組みづくりや計画づくり

について検討してまいります。 

●教育長石塚信彦君 多文化共生教育につい

てでありますが、今日の学校教育においては、

新しい時代を生きる子どもたちに必要とされ

る資質・能力を確実に育むとともに、多様な

子どもたちを誰一人取り残さない教育を推進

することが求められているところであります。

市内の小中学校における外国人児童生徒の在

籍については、現在数人ほどでありますが、

新年度には新たな児童生徒も見込まれている

ところであります。このため、教育委員会と

いたしましては、当該児童生徒の生活や将来

について、保護者の思いや願いを十分に踏ま

え、当該校において、児童生徒の進捗や理解

度に合わせた個別の学習を進めているところ

であります。併せて、北海道教育委員会によ

る専任教員の配置を要望するほか、翻訳機の

購入や特別支援教育支援員の配置などにより、

子どもの困り感に寄り添えるよう努めている

ところでもあります。私たちの日々の生活の

中では、多言語化した看板やリーフレット、

商品などを数多く目にすることがあります。

このようなことをきっかけとして、「自分にと
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っての当たり前が、誰かにとっては当たり前

ではない」ということに子どもたちが自身の

学びとして気づき、国籍や民族などの違いに

関わらず、全ての人が互いの文化的背景や考

え方などを理解し、多様な他者と共生しなが

ら生きていく大切さなどについての考えを深

める取組を進めてまいります。 

●議長谷村知重君 次に移ります。 

8番吉岡建二郎議員。 

●8番吉岡建二郎議員 2024年第1回定例会に

おいて、大綱2点について、市長、教育長に質

問いたします。 

大綱1点目、市政執行方針について市長に伺

います。 

今定例会初日に市政執行方針が市長より出

されました。「市民の暮らしを守ることを最優

先にする」「事業の優先順位を見直す」「びば

いの未来へ投資する」、この三つを基本政策の

柱とし、市政運営を行っていくとのことでし

た。このことを踏まえて、4点質問をいたしま

す。 

1点目として、中心市街地活性化について伺

います。「中心市街地活性化基本計画」の策定

に向け、官民一体となって取組を進めるとの

ことでしたが、本市の中心市街地の考え方に

ついては、線路、12号線を挟んで西側の地域

が主なものとされていると考えます。しかし

ながら、本市の住宅街は東側に密集しており、

人口が多いのも東側というのが実態だと考え

ます。このため、従来の線路の西側を中心市

街地と捉えた考え方から人口の多い東側まで

視点を広げた考え方があっても良いのではな

いかと考えています。市政執行方針の中では、

観光交流について、道道美唄富良野線の開通

を見据えた観光地づくりについても触れられ

ていました。美唄富良野線が開通をすること

で、人の動きも大きく変わってくるかと考え

ます。これまで以上に本市の東側の地域に視

点を広げていく必要があると考えますが、市

長の考えを伺います。 

また、まさに中心市街地、市の中心とも言

える本市の玄関口にも当たる国道12号線沿い

ですが、現状、空き地が目立っている状況に

あります。多くの市民から空き地が12号線沿

いにあるというのが寂しいという声が上がっ

ています。中心市街地活性化は官民一体とな

って取組を進めると、執行方針の中でも触れ

られておりましたが、行政として、中心市街

地の正に真ん中にある国道12号線の空き地に

ついてどのように考え、今後どのように対策

をしていくのか伺います。 

2点目として、都市基盤整備について伺いま

す。市営住宅について、耐用年数が経過した

市営住宅で空き住戸となっている建物を解体

するとともに、入居者には、既存団地への移

転を促し、新たな市営住宅の建設に向け、旧

美唄工業高校跡地を候補地として基本計画を

策定するといった内容、市政執行方針の中で

確認をいたしました。いなほ団地、南美唄団

地、進徳東団地の3団地について解体集約をし、

新たな市営団地を建設する事業については、

これは2019年度に本来であれば基本計画が策

定されるはずでしたが、見送りとなり、先送

りがされてきているものです。議論自体とい

うことで考えれば2019年度以前から、美唄工

業高校跡地を候補として市営住宅、新たなも

のを建設するという話はずっとされてきてい

るものです。関係する市民から、特に周辺の
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住民、また実際に市営住宅に住まれている方

からは、やはり「ようやく動き始めたか」と

いうようなことで声が聞こえてきます。新た

な市営住宅の建設に向けて、現状、具体的に

どのような動きがなされているのか、また、

耐用年数が経過した市営住宅の解体工事、こ

ちらも執行方針では触れられておりましたが、

この事業概要について、それと新たな市営住

宅の建設のスケジュールについて、また、既

存団地に移転及び新築団地へ移転した場合の

使用料について、さらに、現状の市営住宅の

入居の一般公募について、併せて近隣住民へ

の周知、説明の時期について伺います。 

また、この都市基盤整備についての中では、

上下水道の料金の設定について検討を進める

とありました。この点に関しては、金曜日、

同僚の議員から別途質問があり、そちらでは

値上げをするようにという観点からの質問だ

ったかと思うのですが、私は異なる意見を持

っていますので、また別途質問をさせていた

だきます。水道に関して言えば、3年前の2021

年2月の水道事故、大規模断水を本市として経

験をしまして、まさに水道というのが生活に

欠かすことのできないライフラインであると

いうことを市民も行政も全体として広く実感

をしたと考えています。安全で安心な飲料水

の安定供給と快適な生活を支える上下水道な

しに、今と同じ生活を続けるということは非

常に困難である、下手したら不可能であると

言わざるを得ないかもしれません。それだけ

大切なのが水道です。この上下水道の維持管

理はまさに市長が三つの基本政策の柱として

いるうちの一つ「市民の暮らしを守ることを

最優先にする」これを考えれば、優先順位が

非常に高い事業ではないかと考えます。同時

に、過度な市民負担を強いることはできない

ものであると考えます。こういった観点から

上下水道の料金の見直しについて、両事業の

経営戦略の策定状況、今後の見直しについて、

また、両事業のこれまでの関係法令に基づく、

現在に至るまでの現状と取組経過について、

併せて使用料の改定も含めた今後の検討方針

について伺います。 

3点目として、庁舎について伺います。昨年

の第3回定例会でも庁舎について建替えと、ま

た、夏場の暑さ対策について、私から質問を

させていただきました。市政執行方針では、

今回、庁舎の1階窓口周辺に冷房設備を設置す

ると、このように書かれておりまして、その

際の質問へのご答弁でいただいた内容の中で

取組が始まるということ、非常に喜ばしいこ

とかと思いますし、働く職員の皆さんもそう

ですし、庁舎を利用しに来る市民にも、夏場

の暑さ、少しでも和らぐのであればいいので

はないかと考えています。ただ、建替えにつ

いてですが、これは市政執行方針で一切触れ

られておりませんでした。確かに庁舎の建替

え、当時の答弁でも、今日、明日取りかかれ

るようなものではないと、なかなかすぐには

ならないという事業でのお答えでしたが、現

時点で庁舎耐震化されていませんし、老朽化

も進んでいます。また、本会議場に関して今

いるところも耐震化がされていない状況、ま

た、先週の金曜日には暖房がなかなか効いて

こないということで、今日から膝掛けの持ち

込みを許可していただいたような状況にもあ

りますので、大変、庁舎の建替えが早急に求

められているものだと考えています。市長の
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三つの基本政策の柱の一つの「びばいの未来

へ投資する」というものがありますが、この

観点から見れば、やはり美唄の未来を考えれ

ば、庁舎の建替えを先送りするのではなく、

現実的に具体化をしていくというのが、正に

市長に行っていただきたいことの一つになっ

てきます。検討だけでも進めていく必要があ

るかと強く考えますので、以前ご答弁いただ

いた際は、社会教育施設の複合化を含めて、

来年度、どのように考えていくのか、市長の

お考えを伺いたいと考えています。 

4点目、今回の市政執行方針の「むすび」に

ついて伺います。市政執行方針、締めくくり

となる「むすび」は、市長の市民に対しての

思い、非常に強く語られて、実際に目の前で、

市長が語られた際にも言葉に力がある、大変、

市長の思いが伝わる中身として良いものが聞

けたなと考えています。思いはすごく伝わっ

たのですが、その中で少し気になる点があり

ましたので、そちらについて伺います。ビジ

ョンについての説明で「ときめく」という言

葉に非常にフォーカスを当てられて、この「と

きめき」という言葉に「わくわく感、期待感、

希望」、それと「安心」、この二つの意味を持

たせて語られていたかと思います。私はこの

表現に少し疑問を覚えています。「ときめく」

という言葉と「安心」という言葉、これはあ

まりにもかけ離れている言葉だと感じている

からです。市民に安心をしてもらうためには、

行政としては市民の下支えとなる事業を行っ

ていく必要があると考えます。そういった事

業というのは、民間事業者ではなかなかでき

ない。いわゆる不採算部門と言われるような

ものも多くありますので、まさに「ときめく」

「わくわく感」といったものとは違うところ

になってくると考えています。ただ、安心す

るための下支えとなる事業を行政が行わない

となれば、市民生活は崩壊してしまうと考え

ますので、是非とも「安心」、非常に重視して

いただきたい。このときめかなくても、安心

ができる事業がたくさんあるかと思っていま

す。今回質問をさせていただいている中でも、

上下水道事業に関して、これまでの議論でも

なかなか苦しい状況にあるとは伺っておりま

すし、決して「ときめく」「わくわく感」のあ

るような事業とは必ずしも言えないものだと

考えておりますが、ただ先ほど申しましたと

おりライフラインです。本当に市民の安心に

つながる事業、こういったものに関しては、

ときめかなくてもいいと、そういった立場か

ら是非とも取組をしていただきたいと考えて

おりますが、市民生活にとって非常に優先度

が高くなってくる事業、市長のビジョンにつ

いての考え方について伺います。 

また、「むすび」の中では美唄に足りないも

のの一つとして「変化を受け入れること」、こ

ちらを取り上げていました。確かに「変化を

受け入れること」、非常に大切なことです。も

ちろん、なかなか受け入れがたいものもあり

ますが、時代は流れていますし、仮に1個人が

受け入れることを拒んだとしても、それとは

関係なく変化をしていくのが社会ですので、

美唄市全体として変化を受け入れるというこ

とをしていかなくてはならない部分は多々あ

るかと考えます。ただ、「変化を受け入れるこ

と」を非常に市長強い言葉でおっしゃられて

いましたので、市民に強いることになっては

いけないのではないかと考えています。この
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「変化を受け入れる」ことは、先ほどの安心

とは真逆、変化というのはやはり非常に不安

を伴うものですので、安心にはつながってこ

ない部分が多くあるかと思います。その上で、

変化を受け入れる中での安心を市民に感じて

もらうためには、やはり市長が率先して、市

長の役割として、市民の声を傾聴し、懇切丁

寧に説明をしていく中で、市民の側から自発

的に変化を受け入れてくれるようになってい

くということが理想的なのではないかと考え

ます。その点について市長の考えを伺います。

もちろん市長は対話を大事にしているという

ことは分かっておりますので、そこを是非と

も述べていただきたいと考えています。 

大綱2点目、教育行政執行方針について教育

長に伺います。教育行政執行方針の中で2点、

伺います。 

1点目は、学校教育について伺います。新た

な義務教育制度の中で、小中一貫校や義務教

育学校の導入について、教育内容の方針や、

これからの学校づくりについて調査・研究を

進めていくと教育行政執行方針の中にありま

した。多様化、複雑化する社会状況の中で地

域社会の実情に応じた活力ある学校づくりが

求められるとも書いてありましたが、これま

での検討状況、小中一貫校、義務教育学校と

いうのは何年か前から既に検討はされている

ことかと思いますので、検討状況と今後の方

向性について伺います。併せて、本市の小中

学校は大規模改修を行ったばかりであり、ま

た、来年度にはエアコンの導入がされるとい

うことで、こういった整備が進んでいる中で、

小中一貫校、義務教育学校といったものを導

入するとなると、現状の施設が継続して使え

るかどうかというのは非常に重要になってく

るかと思います。新たな施設を建てるとなれ

ば、大規模改修した後に、また新たな施設の

建設の計画となっていくことになってしまい

ますので、是非、小中一貫校、義務教育学校

の導入となる際に現状の施設が継続して使え

るものなのかということを伺いたいと思いま

す。 

また、教育行政執行方針の学校教育につい

てでは「確かな学力の育成」についても触れ

られていました。「確かな学力」ですが、文部

科学省によると「知識や技能はもちろんのこ

と、これに加えて、学ぶ意欲や自分で課題を

見付け、自ら学び、主体的に判断し、行動し、

よりよく問題を解決する資質や能力等までを

含めたもの」、こういった意味が「確かな学力」

という言葉だそうです。知能や技能の部分は、

市政執行方針の中でも触れられております全

国学力・学習状況調査で一定程度、図ること

は可能なのではないかと思いますが、しかし

ながらテストというものは、決まった日付で

自分の体調など関係なく集められて行ってい

るものかと思いますので、その日の体調等に

大きく左右されるものであるため、そこで出

される数値というのは絶対的なものではない

かとも考えます。また、数値で図れる学力だ

けではなく、数値化されにくい学力も、これ

は文科省の言っているとおり「確かな学力」

の重要な要素であると私も考えます。この点

について、教育長の考えを伺います。 

また、「望ましい生活習慣と家庭学習の定着

に努める」ともありました。家庭環境という

のは非常に多様化しているものだと思います。

昔のように、おじいちゃん、おばあちゃんと
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父母と子どもと兄弟がいてというような家庭

は逆に非常に減っている。核家族化であった

り、ひとり親家庭であったりといったものが

増えているような状況にあるかと思います。

昔のように近くに勉強を見てくれている大人

や、若しくは上の兄弟がいるような環境であ

れば、非常に家庭学習というのは、はかどっ

た部分があったのかと思うのですが、今だと

家庭環境の中で、家庭学習に取り組むのが困

難な児童生徒もいるのではないかと考えてい

ます。その点について、教育長の考えを伺い

ます。 

教育行政執行方針についての2点目です。社

会教育施設の充実について伺います。本市の

社会教育施設は、公民館・市民会館など築50

年が既に経過している施設があり、今後、更

新をしていく方針、早急に検討する必要があ

ると考えています。教育行政執行方針では残

念ながら更新については触れられておりませ

ん。市長にも庁舎についてということで質問

をし、複合化含めて伺っておりますが、特に

老朽化が著しいのは、公民館・市民会館、図

書館かと考えます。この建替えの議論の具体

化、やはり急いでいく必要がありますし、市

長もおっしゃっていた「びばいの未来へ投資

する」ということであれば、こういった社会

教育施設がしっかり整うということは非常に

重要なことかと思います。老朽化した社会教

育施設の考え方について、特に建替え含めた

考え方、教育長に伺います。 

●市長桜井恒君(登壇) 中心市街地活性化に

ついてでありますが、はじめに、本市の中心

市街地は、市立美唄病院、市役所などの公共

施設、金融機関、商業施設等が設置され、市

民の利便性が高まるエリアとして美唄駅から

西側エリアと認識しております。しかし、本

市の住宅街は東側地域に増加しており、民間

の大型商業施設も国道12号から東側に整備さ

れてきたのが実態であります。道道美唄富良

野線は今年の夏以降の開通が予定されている

こともあり、東側地域の新たな物流や観光な

どでの交通量増加が見込まれるところであり

ます。このことにより、観光振興等に変化が

生じる期待がありますことから、今後、東側

エリアでは、観光・交流などに視点を置いた

取組を推進してまいりたいと考えております。 

次に、国道12号沿いの空き地についてであ

りますが、国道沿いに隣接する商業地区の空

洞化は、本市の地域経済振興に大きな影響が

あるものと考えております。事業継続に関す

る後継ぎ問題や老朽化した建物の扱い等に苦

慮されているとお聞きしているところであり

ますが、今後の中心市街地としての活性化を

図るべく、その基本的な計画となる「中心市

街地活性化基本計画」の策定に向け、本年は、

情報収集、現状分析、組織の立ち上げ等によ

り策定作業を進め、来年には基本計画の認定

手続に向け取り組んでまいります。このこと

により、国道12号沿いの空き地を活用した「に

ぎわいと活力あふれるまちづくり」や商工業

の発展、地域の活性化を商工会議所や関係団

体と連携を図りながら、官民が一体となった

取組を進めてまいります。 

次に、都市基盤整備についてでありますが、

市営住宅の解体事業の趣旨・目的については、

南美唄団地、いなほ団地、進徳東団地の建替

え対象3団地の入居者のうち、ゆたかニュータ

ウンや有為団地などの既存の市営住宅への移
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転を希望する入居者には、既存団地のうち、

空き住戸となっている住戸への移転を令和4

年度から進めているところであります。移転

を進めた結果、建替え対象の3団地のうち、1

棟単位で空き家となった住棟を対象に棟ごと

での解体を令和4年度から行ってきておりま

す。令和4年度では、いなほ団地の4棟16戸を

解体し、令和5年度では、いなほ団地の3棟12

戸、南美唄団地の2棟8戸、進徳東団地の3棟12

戸の計8棟32戸を解体しています。このように

建替え対象団地の入居者を対象に既存団地へ

の移転を促すことにより、現在、建設候補地

となっている旧美唄工業高校跡地に新築を予

定している市営住宅の住戸数を減らすことで

建設コストの削減に努めていくこととしてお

ります。 

次に、市営住宅の建替えにつきましては、

今年度、美唄市公営住宅建替え基本構想等の

策定に向けた作業を進めているところであり、

新年度には、この基本構想に基づいた美唄市

公営住宅建替え等基本計画に着手していく予

定であります。また、令和7年度以降に基本設

計、さらには、令和8年度に実施設計等を進め

ることで、公営住宅の新築時期につきまして

は、令和9年度を予定しているところでありま

す。 

次に、移転対象団地の方々が引っ越した際

の住宅使用料につきましては、新築団地及び

既存団地に引っ越した際には、やがては、規

定の使用料となるものの、傾斜家賃制度を導

入することで1度に使用料を上げるのではな

く、緩やかに使用料を上げていくことと併せ

て、入居者1世帯の所得により低廉な使用料を

設定することで、日常生活に過度な負担を生

じさせないよう取り組んでまいります。 

次に、市営住宅の一般公募につきましては、

令和4年度では9月に13戸、10月に11戸の公募

を行い、令和5年度では8月に11戸、10月に8

戸、2月14戸の公募を行い、広く市民の入居に

ついても促しているところであります。 

次に、新団地を建設する際に行う予定であ

ります近隣住民への説明会につきましては、

基本計画の策定をもって実施していきたいと

考えております。 

次に、上下水道料金の設定の検討について

でありますが、両事業の経営戦略につきまし

ては、水道事業は平成30年度に下水道事業は

平成28年度に策定し、両事業とも令和6年度に

見直しを行う予定となっております。下水道

事業につきましては、令和5年度に地方公営企

業法を適用し、財政状況がより明確に把握で

きる状態となりました。現状におきましては、

過去の建設投資で借り入れた公債費の負担が

大きく、一般会計からの繰入金で収支均衡を

保っている状況にあり、厳しい財政状況とな

っております。下水道を供用開始してから30

年以上経過している区域もありますので、今

後は順次改良を行っていく必要があるため、

今後も事業を安定的に継続していくためには、

その財源の一部である下水道使用料の適正価

格の把握は必要であると考えています。現在

の使用料は、平成20年度の改定以降、見直し

は行っておりません。まずは、中長期的な投

資・財政計画の見直しをするため、経営戦略

の改訂を行い、今後の検討材料としていきた

いと考えております。 

次に、水道事業についてでありますが、平

成27年度に料金の値上げを行い、料金算定期
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間を5年としていましたが、既に数年経過して

おり、さらには物価高騰の影響もあり、施設

の建設改良や維持管理を行っていくことが難

しい状況になってきております。そのため、

令和5年度及び令和6年度には一般会計から繰

入れを行っており、経営状況は極めて厳しい

ものであると認識しております。しかしなが

ら、本来必要となる上下水道料金を全て市民

負担とすることは、今後の市民生活に大きく

影響しかねないことから、財政部局とも議論

を重ね、市民の暮らしを守ることを念頭に置

きながら、ライフラインを維持していくため

に、適正な上下水道料金の設定に向け検討し

てまいりたいと考えております。 

次に、庁舎についてでありますが、建替え

の必要性につきましては、庁舎は様々な行政

サービスを提供し、日常における市民の皆様

の暮らしを支える役割を果たすとともに、災

害対応や防災拠点の中枢的役割を担う施設で

あり、昭和50年に建設されて以来48年が経過

し、老朽化が進んでいることから、将来的に

耐震化や建替えは必要であると考えていると

ころであります。しかしながら、建替えには

多額の費用を要することから、これまで病院

建替えを優先的に進めてきたところであり、

さらに、令和6年度においては恵風園・恵祥園

建替え等の基本構想策定に着手することとし

ており、現時点では、具体的な計画はないと

ころであります。このため、令和3年6月に策

定した「美唄市公共施設等個別施設計画」で

は、市役所の再編方針は、現施設を維持する

ために必要な修繕を行うこととして、当面、

建物の更新をせずに、令和7年度までに耐震化

又は建替えについて方針を検討することとし

ております。庁舎の建替えは先送りできない

課題でありますことから、人口減少や高齢化

を見据えた中、施設機能の集約化・複合化な

ど公共施設の再編による庁舎の在り方や、財

源の確保に向けた基金設置の必要性など、公

共施設全体の配置計画などを踏まえ、庁内に

おける連携を図りながら、必要な検討を行っ

てまいりたいと考えております。 

次に、市政執行方針における「むすび」に

ついてでありますが、私の美唄の目指すべき

ビジョン「皆がときめく未来を語るまち」の

「ときめく」という言葉に「安心」と「わく

わく感、期待感、希望」という二つの意味を

込めていると申し上げました。「安心」は市民

の皆様が暮らしていく上で大変重要なもので

あると考えております。そして、現状が「安

心」な状況でなければ、未来のことを考える

余裕はなく、「わくわく感、期待感、希望」も

感じられません。「安心」な状況は、市民一人

一人が自身で全て創り出せるものではなく、

行政の役割が大きいものと考えます。そのた

め、私の基本政策であります「市民の暮らし

を守ることを最優先にする」の下、私が先頭

に立って、市民の皆様が美唄に暮らす幸せを

感じ、未来を語れるまちづくりのため、全身

全霊で取り組んでまいります。 

次に、「変化を受け入れること」につきまし

ては、「安心」な状況で、未来に向けた「希望」

を感じるためには、変化を受け入れることも

必要であると考えております。そのため、私

はスローガンとして掲げた「対話からはじま

るまちづくり」の下、公約とした年間40回の

「対話」を目指し、令和6年度においては、昨

年行った「市長とのオープンディスカッショ
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ン」のほか、様々な手段により、市民の皆様

との対話を重ねながら、互いの意見を把握し、

理解を深め、市民の皆様の納得を得られるよ

う、しっかり取り組んでまいります。 

●議長谷村知重君 一般質問中でありますが、

11時15分まで休憩といたします。 

 

午前11時05分 休憩 

午前11時15分 開議 

 

●議長谷村知重君 休憩前に引き続き会議を

開きます。 

吉岡議員の質問に対する理事者の答弁から

入ります。 

教育長。 

●教育長石塚信彦君(登壇) はじめに、小中

一貫校の導入についてでありますが、小中一

貫教育を行う学校には、小学校から中学校ま

での9年間の義務教育課程を一貫して行う「義

務教育学校」や現行の小学校と中学校を組み

合わせ、一貫した教育を行う「小中一貫校」

があるところです。「義務教育学校」は、これ

までの小中6-3制とは異なる学年区分の導入

による児童生徒の発達段階に応じた効果的な

教育課程を組み、指導が可能となるほか、小

学校から中学校に進学した際、環境の変化に

馴染めず、不登校や成績が下がるなど、いわ

ゆる「中1ギャップ」の解消が期待される一方、

入学から卒業まで児童生徒の人間関係の固定

化や新たな施設設備が必要となるなどの課題

があるものと承知しているところであります。 

また、施設分離型の「小中一貫校」は、校舎

が分かれていることで、それぞれのねらいを

明確に示すことができるとともに、体育館や

グラウンド等の教育環境が整い、割り振りが

しやすいことなどの一方、教員の学校間の移

動のため、時間割編成が複雑になるなどの課

題があるものと承知しているところでありま

す。本市ではこれまで「義務教育学校」を設

置する当別町や安平町の学校を視察するなど、

調査・研究を行ってきたところでありますが、

近年において、全小中学校を対象に大規模改

修等の施設整備を行うとともに、本年度補正

予算により、今夏までに全ての普通教室等に

エアコンの整備を進めるなど、子どもたちの

教育環境の充実に努めているところでありま

す。しかしながら、少子化の影響により、児

童生徒数が減少している現状を踏まえると、

今後の学校における教育活動や学校運営に影

響を及ぼすことが懸念されることから、次代

を担う子どもたちが集団の中で学び合える教

育環境を整備するためにも、義務教育学校、

あるいは小中一貫校の必要性や効果的な取組

時期などについて、他市町の状況を調査する

など、引き続き、検討してまいりたいと考え

ております。 

次に、確かな学力の育成についてでありま

すが、変化の激しいこれからの時代を生きる

子どもたちには、基礎的・基本的な「知識や

技能」はもちろんのこと、「学ぶ意欲」や「思

考力・判断力・表現力」など、幅広い力を育

んでいくことが求められています。このため、

各学校においては、家庭や地域と連携・協働

した教育活動を推進するとともに「個別最適

な学び」と「協働的な学び」を一体的に充実

させ、ＩＣＴを活用した授業など、積極的に

展開するなど、児童生徒が主体的に学ぶこと

ができるよう教育活動の充実に努めていると
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ころであります。 

次に、「見える学力」と「見えない学力」に

ついてでありますが、「全国学力・学習状況調

査」や「標準学力検査」をはじめとする各種

テストの結果や学校の成績など、数値で表さ

られるものは「見える学力」と言われるもの

であり、学力全体のほんの一部分に過ぎない

ものであります。この「見える学力」を向上

させるためには、土台として支えている「見

えない学力」、新学習指導要領で求められてい

る「(学んだことを人生や社会に生かそうとす

る)学びに向かう力、人間性等」を充実するこ

とが大切であると考えております。一方、「見

えない学力」は「挑戦する気持ち」や「情報

を集める力」、「学んだことを生かす力」など、

いわゆる「やる気(意欲)」であり、これを育

てるためには、基本的な生活習慣の定着をは

じめ、粘り強く最後まで諦めない心の育成な

ど、家庭での協力が不可欠であり、学校と家

庭とが強固な連携のもと取り組んでいくこと

が大切であると考えております。今後におい

ても、学校では、子どもたちの学習意欲の向

上と学習習慣の定着に向けた中学校区で統一

して取り組む「家庭学習強化週間」を継続す

るとともに、教育委員会といたしましては、

全家庭に家庭学習における学びの基本的事項

をまとめたリーフレット「家庭学習の手引き」

の配付により、家庭でも児童生徒主体の学び

が充実するよう、引き続き、望ましい生活習

慣と家庭学習の定着に向けて取り組んでまい

ります。 

次に、社会教育施設の充実についてであり

ますが、本市の社会教育施設につきましては、

公民館・市民会館のほか、図書館や郷土史料

館など、様々な施設があり、郷土史料館につ

いては築40年以上経過し、また、公民館・市

民会館、図書館については築50年以上を経過

していることから、社会教育施設の建替えや

整備などは先送りできない課題であると認識

しているところであります。特に、公民館・

市民会館及び図書館については、老朽化が著

しく進んでいることから、利用者が安全で、

快適に利用していただけるよう、指定管理者

と連携を図りながら、施設の適切な維持管理

や修繕に努めているところであり、令和3年6

月に策定した「美唄市公共施設等個別施設計

画」の再編方針では、令和13年度から令和17

年度までに複合化による建替えを行うことと

なっております。このため、公共施設全体の

配置計画などを踏まえ、庁舎を含めた施設機

能の集約化・複合化などの公共施設の再編に

よる社会教育施設の在り方や財源の確保など、

市長部局と連携を図りながら、必要な検討を

行ってまいりたいと考えております。 

●8番吉岡建二郎議員 市政執行方針につい

て、中心市街地活性化についてですが、ご答

弁いただいた内容を理解いたしました。その

上でなのですが、国道12号線沿いの空き地に

ついて、美唄の玄関口であり、12号線沿いに

大きな会議の開催等で使用できる施設の設置

を検討してもいいのではないかと考えていま

す。現状、本市にそういった機能を担う施設、

コンベンション機能を担う施設というのは市

民会館の1か所しかない状況かと思います。会

議の開催について、利便性の面で疑問に思う

ところが今の市民会館にはありますし、また、

12号線沿いの空き地となれば、そこは民有地

とは承知してはいるのですけれども、駅から
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も程良く近く、また市外から会議等にこられ

るという方も非常に利用しやすいという状況

を作れるのではないかと考えています。すぐ

にということではないかと思うのですが、官

民一体で進めていくということもありました

ので、是非とも行政側からの考え方として、

利活用の一つとしてご検討いただければと思

います。こちらについて市長の考えを伺いま

す。 

都市基盤整備についてです。市営住宅につ

いてですが、新築を予定している市営住宅に

ついては、建替えの対象3団地以外からの市民

も入居ができるように戸数の確保に取り組ん

でいくのか、こちらについて伺います。 

また、周辺住民の説明、基本計画策定をも

って実施すると答弁をいただきました。旧美

工跡地への市営住宅の建設の話というのは、

先ほども言いましたとおり、話が出てからか

なり時間が経っている状況であって、なかな

か建たない、「いつになったら建つんだ」、「そ

の計画はなくなったという話を聞いた」とい

うことを言っている市民もいましたから、非

常に不安に思っている市民もいる状況なので

す。ですので、丁寧な説明が今後必要になっ

ていくかと思いますが、市長のお考え、丁寧

な説明をどのようにしていくかをお願いした

いと思います。 

また、上下水道料金の設定について、適正

な上下水道料金の設定を行わなければならな

いという厳しい状況というのは、答弁から理

解をいたします。しかしながら、同僚議員か

らの質問でも求められていたような値上げを

前提とするという話ではなく、やはり物価高

騰で市民生活への不安が非常に高まっている

状況です。事業者も経営状況に不安があると

いう話も出ていますから、市長もその際のご

答弁では、しっかりと述べられていたかと思

うのですが、今一度、市民への影響を最小限

に抑えるようにしていただきたいと考えてい

ますので、こちらについての考え方を伺いま

す。 

また、上下水道事業の建設投資に対する補

助金等について、やはり美唄市の予算だけで

はなかなか厳しいような状況もあるかと思っ

ています。これはもちろん近隣の似たような

自治体も水道事業というのがなかなか厳しい

状況は出てきているかと思いますので、改め

て市長からも、市長会などを通じて、国に対

して強く要望を行っていただいて、国から水

道事業、維持ができるような補助金が出るよ

うに働きかけをいただければと思いますが、

こちらについても市長の考えを伺います。 

それでは庁舎について、こちらはご答弁い

ただいたとおりで、築48年経過で老朽化が進

んでいる。将来的な耐震化や建替えが必要と

いうことなのですが、やはり再編方針では、

当面の建替えはなかなか難しいというお言葉

でした。令和7年度までに方針を検討するとい

うことでしたが、教育長から社会教育施設の

建替えについて、ご答弁いただいた中にもあ

りましたけれども、複合化となればどちらも

同時に動いていくのかと思いますが、再編の

方針、令和13年度から17年度の中でというこ

とで、下手すると10年以上後になってくると

いうことですと、正直早急に検討すべき課題

であるかと考えていますので、立ち遅れしま

っているのかなと言わざるを得ません。是非、

複合化に伴う建替えを行うということで、あ



- 77 - 
 

まりにも先送りにはせずに、なるべく再編に

関して早急に検討を行って、前倒ししていく

ことが、まさに「びばいの未来へ投資する」

ということにつながるかと思いますので、こ

の点についてはなかなか難しい答弁なるかと

思いますけれども、市長からご答弁をお願い

します。 

そして、学校教育についてです。確かな学

力の育成のためには、家庭学習も大変必要な

もの、大切なものだと捉えています。しかし

ながら、家庭環境によって大きく左右される

のが家庭学習とも考えています。全家庭にリ

ーフレットの配布をしても、なかなかその定

着をすることが難しいという家庭は必ず存在

するものかと思いますので、その家庭学習が

困難だという児童生徒に対して、家庭学習に

依存し過ぎない学習環境づくりが、今後、必

要となっていくかと考えておりますが、教育

長の考えを伺いたいと思います。 

●市長桜井恒君 施設整備の考え方について

でありますが、現在、市内にコンベンション

機能を持つ施設については、美唄市民会館1

か所で担っている状況でございます。全道規

模の会議やイベントの開催など、多くの参加

者が集える場所の必要性につきましては、美

唄ホテルスエヒロの休業に伴い、これまでも

様々なご意見をいただいたところであります。

また、国道12号沿いの空き地につきましては、

民有地であると承知しているところでありま

すが、今後、「中心市街地活性化基本計画」の

策定を進める中で、民間投資を含めたコンベ

ンション機能を持つ施設の在り方について協

議を行ってまいります。 

次に、市営住宅及び上下水道料金について

でありますが、旧美唄工業高校跡地に新築を

予定している市営住宅の住戸数につきまして

は、一般公募の申込状況を踏まえながら、適

切な建設戸数の把握に努めてまいります。 

次に、近隣住民への説明会につきましては、

事前に広く周知徹底を図るなど、多くの住民

の方々に参加していただけるよう取り組んで

まいります。 

次に、上下水道料金についてでありますが、

市民生活を守るためのライフラインの整備や

維持管理、さらには上下水道事業の厳しい経

営状況など、課題が山積している状況であり

ますが、「対話から始まるまちづくり」の下、

今後も市民の皆様との対話を重ね、美唄市の

現状と今後のインフラ整備について理解して

いただきながら、安定した上下水道事業の経

営を行ってまいります。さらに、上下水道の

インフラ整備に係る費用は多額となっており、

問題を抱えているのは当市だけではないと承

知しているところでありますので、今後も国

や道に対して補助金等の要望活動を行ってま

いります。 

次に、庁舎の建替えについてでありますが、

公共施設等個別施設計画における公共施設の

再編方針につきましては、建替えを行う場合

には、現状の規模や機能のまま更新するので

はなく、機能の集約化や複合化等を併せて検

討することにより、より良い住民サービスの

提供の可能性を検討することとしております。

いずれにいたしましても、庁舎の建替えに当

たっては、人口減少や高齢化を見据えた中、

住民サービスの低下を招くことのないよう、

社会教育施設等との施設機能の集約化・複合

化など、公共施設の再編による庁舎の在り方
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や公共施設全体の配置計画などを踏まえ、ま

ずは、方針の検討について取り組んでまいり

たいと考えております。 

●教育長石塚信彦君 確かな学力の育成につ

いてでありますが、保護者の経済状況や家庭

環境が子どもたちの学力に影響を与えるとい

う意見があることは承知しているところであ

りますが、児童生徒の学力差は、子どもたち

を取り巻く環境や生活習慣、習い事に対する

考え方など、様々な要素が影響するものと考

えているところであります。学力を着実なも

のとするためには「見えない学力」である「非

認知能力」を学校と家庭とが一体となって育

むことが大切であります。このため、学校に

おいては、児童生徒一人一人が基礎的基本的

な知識・技能を確実に身に付け、主体的な活

動となるよう探求的な学びとＩＣＴを効果的

に活用したわかりやすい授業に取り組むなど、

個別最適な学びの充実を図るとともに、学習

の楽しさを気づかせ、具体的な仕方について

も指導を行っているところであり、家庭にお

いては、基本的生活習慣の定着とともに、自

ら立てた計画により学習に取り組むことがで

きるよう、主体的な態度を育んでいるところ

であります。「学校での学びが家庭で生かされ、

家庭での学びが学校で生かされる。」子どもた

ちにとっては、日々の生活そのものが学びで

あります。これからの新しい時代を生きる子

どもたちに必要とされる、資質・能力を確実

に育むとともに、誰一人取り残さない教育活

動を学校と家庭とが協力して取り組んでまい

ります。 

●議長谷村知重君 次に移ります。 

11番川上美樹議員。 

●11番川上美樹議員 令和6年第1回定例会に

おきまして、大綱2点につき市長並びに教育長

にお伺いいたします。 

大綱の1点目は、福祉行政について、子育て

支援について伺います。 

市長の市政執行方針の基本姿勢の三つ目に、

「びばいの未来へ投資する」とあり、子ども

の教育や子育て環境の整備に必要な先行投資

を行うとの考えを伺いました。そこで次の2

点について伺います。 

一つ目は、公立保育施設における「待機児

童」の状況はどのようになっているのか。ま

た、入園可能かどうかの問合せはあるものの、

正式な入園希望手続きをしないで待機してい

る「潜在待機児童」についての状況は現在ど

のようになっているのか伺います。 

二つ目は、不足していると言われている保

育士の確保に向けては、どのような考えであ

るのか。市政執行方針においては、「3歳未満

の保育については、希望する全ての保護者が

安心して子どもを預けることができるよう、

保育士の確保に努める。」とありますが、どの

ような施策で確保に努めるのか、市長に伺い

ます。 

大綱の2点目は、教育行政について伺います。 

一つ目は、確かな学力の向上について、Ａ

Ｉドリルの活用について伺います。先日伺い

ました教育行政執行方針では、「確かな学力を

育成するために、タブレットを活用したＡＩ

ドリルを全学年に導入する」と述べられまし

た。そこでこのＡＩドリルの具体的な内容と、

どのようなことを目指すのか伺います。 

二つ目は、情報モラルについて伺います。

新聞では、毎日のように巧妙化した詐欺事件
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などが報道されています。特に、少年少女を

狙った携帯電話やＳＮＳを利用した犯罪は北

海道でも多く、市内でも発生していると伺っ

ております。これらのことについて、児童生

徒には加害者にならぬよう徹底した指導が必

要だと思います。このことについて、どのよ

うにお考えか教育長に伺います。 

●市長桜井恒君(登壇) 子育て支援について

でありますが、はじめに、来年度の公立保育

施設の入所状況につきましては、昨年12月か

ら入所の受付を開始し、申請書の内容の精査

及び利用調整を行った結果、現在、国が定め

た基準においては、「待機児童」及び「潜在待

機児童」はいないところであります。しかし

ながら、今年度実施した「第3期美唄市子ど

も・子育て支援事業計画」の策定に伴う「ニ

ーズ調査及び子どもの生活実態調査」の結果

から、職場復帰や就労などに向けて0歳から2

歳の子どもを預けたいといったニーズは潜在

しているものと認識しており、そうしたニー

ズに応えるためには、保育士の増員、保育施

設の改修などが必要であります。 

次に、保育士の確保につきましては、子育

て世代の方が、安心して子どもを預けられる、

より良い保育の環境づくりは大変重要なこと

で、私としましては、優先的に進めていかな

ければならない施策であり、そのためには、

保育士の確保は最も重要なことと考えており

ます。全国的に共働き世帯が増え、保育ニー

ズも高まっておりますが、その一方で保育士

不足が懸念されており、本市においても、今

年度、保育士の募集を4回行いましたが、3人

の採用にとどまっています。保育士の募集に

当たっては、受験者の確保に向け、試験方法

の見直しを行い、道内の各種学校へ募集要項

の送付や訪問を行ったほか、広報紙メロディ

ーやホームページ、スマートフォンで閲覧で

きる公務員試験情報サイトを活用した周知な

どに努めているところであります。今後は、

さらに保育士の求人倍率を見据えた募集時期

の設定や、市内及び近隣市町村における保育

士資格者の掘り起こし、アプローチの方法な

どを検討し、保育士の確保に努めてまいりま

す。 

●教育長石塚信彦君(登壇) はじめに、「ＡＩ

ドリル」の活用についてでありますが、今日

の学校教育においては、新しい時代を生きる

子どもたちに必要とされる資質・能力を確実

に育むとともに、多様な子どもたちを誰一人

取り残さない教育を推進することが求められ

ているところであります。このため、「確かな

学力の定着」と「個別最適な学び」の一層の

充実に向け、令和6年度予算に「ＡＩドリル」

の導入に要する経費を計上したところであり

ます。「ＡＩドリル」活用の具体についてであ

りますが、児童生徒一人一人が、自身の端末

を用いて活用できることから、学校での授業

はもとより、家庭においても「ＡＩドリル」

による学習を進めることができることとなり

ます。さらには、児童生徒自身がスムーズに

解けた問題や、つまずきのあった苦手な問題

を把握することができることから、学習の改

善にもつながると期待しているところであり

ます。また、指導者である教員にとっても、

児童生徒一人一人の学習状況や進捗状況を把

握することが容易となり、補充的な学習や発

展的な学習など、個に応じた学習支援、「個別

最適な学び」を充実させることができるもの
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と考えております。いずれにいたしましても、

学校や児童生徒の実態にあわせて、「ＡＩドリ

ル」を積極的に活用することで、児童生徒の

確かな学力の定着につながり、また、児童生

徒自身の学びの進め方を考えるきっかけとな

るような教育的効果が高まる取組を進めてま

いります。 

次に、情報モラルについてでありますが、

今日の情報技術の急速な発展に伴い、子ども

たちの将来はＡＩやＩoＴなどの先端科学技

術がより高度化することが予想されています。

このような中、学校では、一人一台端末を活

用した教育活動を展開しているところであり、

家庭においても、スマートフォン等により、

子どもたちが気軽にインターネットに触れる

機会が増加しているところであります。この

ため、各学校では、インターネットがきっか

けとなり、児童生徒がいじめや犯罪等のトラ

ブルに巻き込まれることのないよう、北海道

教育委員会や警察等からのリーフレットのほ

か、教育委員会と美唄市ＰＴＡ連合会が作成

したリーフレット「美唄市小中学生ネットル

ール」を児童生徒や保護者へ配布するなど、

指導・啓発に努めているところであります。

また、インターネットの正しい活用方法を学

ぶため、携帯電話事業者や警察等と連携した

情報モラル教育に取り組んでいるところであ

ります。今後におきましても、児童生徒に対

して、道徳の授業をはじめとする全教育活動

の中で日常的に指導していくことはもちろん

のこと、リーフレット等による家庭への啓発

活動を進めるなど、児童生徒がインターネッ

トの適切な利用により、いじめや犯罪等のト

ラブルに発展しないよう健全育成に努めてま

いります。 

●11番川上美樹議員 大綱1点目の子育て支

援について、再度お伺いをいたします。現在、

「待機児童」、「潜在待機児童」についてはい

らっしゃらないとのことですが、本市の保育

環境が良いことや指導する保育士の皆さんの

熱意が伝わり、入園を希望する保護者が多い

ということは、私も把握しているところです。

発達障がいを持つお子さんをお預かりする場

合や、2年後の「こども誰でも通園制度」の開

始に向けて準備をすること、また、物価高騰

で保護者が仕事に行かざるを得ない経済状況

も加わり、保育士確保をすることは、まちづ

くりの重要な要になると思います。深川市の

拓殖短大の保育学科が来年から募集停止とな

ることから、ますます保育士資格を取得でき

る学校との強い連携が必要となること。さら

に、本市で勤務していただくことを前提とし

た学費の助成も検討する必要があるのではと

思います。このことについてはどのようにお

考えか。私が子どもの頃は、子育て支援とい

う言葉はなかったように思います。当時は村

社会であったり、地域だったり、家族が多か

ったり、何とか成り立っていました。しかし

今は、サラリーマン世帯中心の核家族化が進

み、日本社会の構造が変化していると。近所

のおじさんやおばさん、おじいちゃん、おば

あちゃんに変わって、国や自治体が子どもを

支えていき、子育ての課題は家庭の中で自己

完結的で解決する時代ではないと思います。

子どもファーストの施策を行えば、保護者で

ある働き盛りの年代がまちにとどまってくれ

ます、そうなればまちに活気が出る、経済も

活性化する、納税も増えます。まちに収入が
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増えれば、高齢者のための施策も増やすこと

ができる。高齢者のための施策が充実すれば、

このまちで一生最期まで暮らせる環境ができ

る。子育て施策の充実は、まちの好循環を生

むと私は思います。その一つとして、まずは、

保育士の確保をしっかりと行うべきだと考え

ます。これらについて再度、市長のお考えを

伺います。 

次に、大綱の2点目、教育行政について再度

お伺いをいたします。 

一つ目の「ＡＩドリル」についてなんです

が、「ＡＩドリル」というのは、児童生徒の回

答した内容によって、ＡＩが判断をして、間

違った原因と推定される単元に誘導してくれ

る、そういう機能があると聞いております。

私は以前から「やり直し学習」、例えば中学生

でも掛け算から少し分からなくなっているだ

とか、3桁割る2桁になると少し分からなくな

っているというようなことも見受けられるの

ではないかと思います。ですので、「やり直し

学習」と「習熟度別学習」、これが「ＡＩドリ

ル」によって、より可能となるということだ

と思います。これらのメリットを十分に生か

してほしいと思います。「ＡＩドリル」をはじ

めとした教育ＤＸが進む中、さらに「3Ｄメタ

バース」を活用した、不登校対策が埼玉県の

戸田市で行われました。不登校者は全国で今

29万人を超えており、本市も一定数おられま

す。この不登校対策の一環として、こういっ

た「ＡＩドリル」、さらに「3Ｄメタバース」

こういったものを導入することも考えていく

べきだと思います。このことについて教育長

のお考えを伺います。 

次に、2点目の情報モラルについて再度お伺

いいたします。ＳＮＳ上の書き込みについて

は、場合によっては、名誉棄損罪、侮辱罪、

わいせつ物頒布等罪、児童ポルノ禁止法違反、

偽計業務妨害などが考えられます。例えば侮

辱罪になると、1年以下の懲役若しくは禁固若

しくは30万円以下の罰金又は拘留若しくは科

料、こういうようなことになっており、さら

に慰謝料、弁護士費用など賠償額が高額にな

る場合もあるということです。さらに、ＳＮ

Ｓを通して闇バイトと言われる犯罪に加担し

てしまう例もあります。警察庁のデータを見

ますと、2022年の特殊詐欺の全国での検挙数

は2,458人のうち、14歳以上20歳未満は473人

で、5人に1人が未成年、犯罪の末端に少年少

女が加担しているということ。北海道では他

県に比べ、断トツに多いという結果が出てお

ります。例えば、ＳＮＳ上で荷物を運ぶアル

バイトを見つけた。同種のアルバイトより少

し収入が良かったので行ったという事例では、

実は特殊詐欺の一部で、現金を運ぶ役割にな

っていた。本人はただ単に荷物運びのアルバ

イトだと思っていた。しかし、犯罪に加担し

たとして検挙されている例があります。また、

携帯電話の購入を頼まれたので数台購入した

が、この行為が名義貸しの行為となってしま

い、これも詐欺に加担、結果として、高額の

携帯電話購入代金と名義貸しをしたというこ

とで、携帯電話不正利用防止法に違反したと

いうような例が見受けられます。これらは身

近に起きているということです。自分では犯

罪には関わりないと思っていても、知らない

間に犯罪に加担してしまっていたという悲劇

が起こっています。携帯電話においては、2022

年から18歳からの契約が可能になったので、
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高校3年生でも契約が可能だということです。

私は、美唄の児童生徒の皆さんには携帯電話、

それからＳＮＳに関わる犯罪等で、知らない

間に加害者になってしまったということでは

通らないということを学んでいただきたいと

思っています。どんなことをしたら、どんな

法律に触れ、どのような罪を受けることにな

ってしまうのか、特に中学生までには法律の

名前は難しいかもしれませんが、しっかりと

学ぶ機会を作っておくべきだと思います。こ

れらのことについて、教育長にお考えを伺い

ます。 

●市長桜井恒君 保育士の確保に向けた考え

方についてでありますが、「こども誰でも通園

制度」は、多くの子育て家庭が孤立した育児

の中で、不安や悩みを抱えていることなどを

背景に、子どもの視点に立って良質な成育環

境を整備することなどを目的として創設され

るものであります。現在、行っている保育の

ほかに、3歳未満のお子さんを持つ保護者を対

象に、就労要件を問わず、月一定時間までの

利用可能枠の中で、時間単位などで柔軟に利

用できる新たな制度として、令和8年度には全

自治体で実施できるよう、国の準備が進めら

れているところであります。本市において、

この制度を実施するためには、保育士の増員

を含め、受入れ体制などの課題を整理してい

くことが必要と考えております。また、配慮

が必要とするお子さんの対応についても、保

育士の増員が必要なことから、安定した人材

確保に向け、職員の募集方法を工夫するほか、

奨学金制度の創設など保育士資格の取得に係

る支援策の充実について、検討してまいりま

す。いずれにしましても、本市の公立保育施

設で働きたいと思ってもらえるような職場環

境づくりに努め、安心して子どもを預けるこ

とができる保育の環境づくりに取り組んでま

いります。 

●教育長石塚信彦君 はじめに、「ＡＩドリ

ル」を活用した不登校児童生徒への対応につ

いてでありますが、本市といたしましては、

どのような理由があっても、誰一人取り残す

ことなく、学びの機会を確保し、多様な学び

につなげることができる環境を整備すること

が大切であると考えております。道内におけ

る先進的な事例としては、帯広市が「メタバ

ース空間」を活用した不登校支援「ひろびろ

チョイス」を開設し、登校に困難を抱える児

童生徒が、仮想空間上の教室に登校して学ん

だり、市内フリースクールや地域と連携した

取組を進めていることは承知しているところ

であります。今後、このような取組が本市の

児童生徒に適するものかどうかも含め、情報

収集をしてまいりたいと考えております。 

次に、情報モラル教育についてであります

が、誰もが情報の送り手と受け手の両方の役

割を有している情報社会では、情報がネット

ワークを介して瞬時に世界中に伝達され、予

想もしない影響を与えてしまうことや、日常

の対話では考えられないような誤解が生じる

可能性も少なくありません。また、このよう

な誤解やトラブルを防ぐには、子どもたち一

人一人が様々な情報を整理し、その真偽を確

かめながら活用するなど、情報モラルを確実

に理解することで、人とのコミュニケーショ

ンや関係を築くための判断力と心構えを身に

付けることが重要であり、学校での情報モラ

ルに関する指導の一層の充実を図ることが求
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められています。このため、各学校では、北

海道教育委員会や警察等が作成した、インタ

ーネット上における「誹謗中傷」や「個人情

報の流布」「闇バイト」「迷惑動画投稿による

炎上」など、具体的資料を基に指導を行って

いるところであります。今後におきましても、

スマートフォンなど情報機器の適切な使い方

や留意点等を児童生徒への指導のみならず、

保護者へも啓発を行い、トラブルや犯罪等に

巻き込まれることのないよう取り組んでまい

りたいと考えております。 

●議長谷村知重君 一般質問中ですが、午後1

時10分まで休憩といたします。 

 

午前11時58分 休憩 

午前13時10分 開議 

 

●議長谷村知重君 休憩前に引き続き会議を

開きます。 

一般質問を続けます。 

8番齋藤久美夫議員。 

●8番齋藤久美夫議員 令和6年第1回定例会

において、大綱2点、コミュニティＦＭ放送局

と職員の倫理について、市長にお伺いいたし

ます。 

まず大綱1点目、コミュニティＦＭ放送局に

ついてであります。これについては、細部2

点お伺いいたします。 

ＦＭ局開局については、令和3年に発生した

大規模断水を機に市民への情報発信手段とし

ての検討がはじまり、公設民営方式での運用

で、今年度、令和5年度では送信所やスタジオ

の実施設計として、予算も計上されておりま

したが、昨年6月の市長選挙で市長は、ＦＭ局

について「災害は中心部から離れた地区が多

かった。そして市内の全域をカバーできない

以上、防災を目的とした開局は見直すべきだ」

とし、同年9月に実施設計を請け負った業者と

の契約を解除しております。その間、昨年の

第3回定例会の一般質問で、この計画の発端は

令和3年の大規模断水でありますが、このコミ

ュニティＦＭ放送局の開局の第一義(目的)は、

災害時の情報伝達という役割もありますが、

地域コミュニティの活性化、まちのにぎわい

づくり等であり、また、防災行政無線とコミ

ュニティＦＭ放送局を比較しても、高額かつ

運用が防災、応急救助及び平常時の一般行政

事務に関わるもののみと限定的である防災行

政無線に比し、民間の活力を生かし、安価で、

かつ運用が防災や一般行政事務に関わるもの

に加え、音楽や地域情報、コマーシャル等も

放送ができるし、美唄市内だけでなく、ＦＭ

放送局の協会に加盟すれば道内にとどまらず、

全国にも放送が可能であり、美唄のＰＲもで

き、コミュニティＦＭ放送局の有用性、有効

性がより発揮できますので、その運用は一石

二鳥、いや三鳥であると述べさせていただき

ました。しかし市長は、コミュニティ放送局

は地域の活性化等に寄与することを目的とし、

地域のメディア等として民間の放送事業者が

放送免許を取得して運営するものであり、ま

た、事業の継続に当たっては、様々な活動を

行いながら自ら経営基盤の安定を図って運営

すべきであり、それにはまず商工団体等様々

な団体と連携し、地域から必要とされる事業

者として存在意義を高めるべきで、市として

は地域での機運の高まりを踏まえた中で、行

政としての支援の在り方を検討すると言って
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おられ、そこで先月の新聞報道では、ＦＭ局

開局を先送りし、新年度予算には開局に関す

る経費は計上せず、そして取材に対し、「まず

地域ＦＭに対する市民の関心の度合いを見て

いきたい」と繰り返し述べておりました。し

かし、そんな中でも市長は、先ほどの新聞取

材で「地域情報の発信や娯楽が目的であれば

意義がある」とも答えられておりましたが、

そこで1点目ですが、コミュニティＦＭ放送局

の第一義である地域コミュニティの活性化、

まちのにぎわいづくりに関して、どのように

お考えかお伺いいたします。 

続いて、2点目であります。市長は、先ほど

の新聞報道の2日前の2月7日には、本市の「グ

リーン・ルネサンス推進事業」における、昨

年の12月9日に開催された「グリーン・ルネサ

ンス・シンポジウム」において講師として出

席いただいた森久美子先生が札幌の豊平区の

コミュニティＦＭ「ＦＭアップル」のパーソ

ナリティとして毎週水曜日30分間、「農業と食

がつむぐ未来」という番組を担当されておら

れ、そこに市長が出演されて、本市の「グリ

ーン・ルネサンス推進事業」の取組をテーマ

に対談されていたのを拝聴いたしました。30

分の番組の中で、約10分は市長の自己紹介と

美唄のＰＲ、そして20分弱はグリーン・ルネ

サンスの取組について、食農教育についての

内容紹介でありましたが、そこで、森先生も

美唄の小学校の総合学習の科目である農業科

の教科書、副読本について「内容も良く、評

価も高い、そして子どもに考えさせて学ばせ

る素晴らしいものである」とお褒めをいただ

きましたので、私も遅ればせながら、早々に

読ませていただきました。 

そこで市長に「ＦＭアップル」に出演され

て、ラジオとはこんなものなのかなと、何か

感じられたことがあると思いますので、どの

ようにお感じになったかを参考までにお伺い

したいと思います。 

続いて、大綱2点目、職員の倫理について。

これは南美唄の建設発生土の仮置土、以下「仮

置土」といいますが、仮置土のことであり、

昨年の9月4日に住民監査請求が美唄市監査委

員に提出され、その要旨は、南美唄地区仮置

土搬出等に関わる費用について、前市長から

市への返還に関する住民監査請求でありまし

た。そして、監査請求に対する結果が同年11

月1日に監査請求の棄却となり、これに対し、

監査請求人、以下「大手町地所」といいます。

納得のいく理由が示されなかったとして、住

民監査請求棄却に対する異議申立てのために

住民訴訟を起こしたものであります。また、

大手町地所とは同じ場所である南美唄建設発

生土仮置場、以下「仮置場」といいます。仮

置場の仮置土の搬出に際し、仮置場の搬出口

に大手町地所が自社の車両を存置したため、

搬出業務が妨害され、仮置場の原状回復業務

の完了が大幅に遅れることを余儀なくされ、

本来、不必要な期間の重機等のリース料が発

生したため、その損害額の賠償を大手町に対

して求める訴えを本年の1月に市は提起いた

しましたが、これら住民訴訟及び本市の損害

額の賠償に関わる訴訟については、今後の裁

判によるものでありますので、ここではその

内容には触れず、ただ、このような訴訟に至

る原因は何だったのかということで、これに

関わる職員の行動とその責任について質問さ

せていただきます。 
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これは、令和4年来から引き続いている南美

唄地区の建設発生土の仮置土関連の本市が抱

える大きな問題であります。この問題は大変

根が深く、現時点においても、先ほども述べ

ましたが、それぞれが提訴中であり、明確な

解決には至っておらず、地域住民からもこの

ことを不安視する意見が非常に多く、今後1

日でも早い解決が望まれるところであります。

それでは、何故、このような事態に陥ってし

まったのか。また、その根本は一体どこにあ

るのかという点を市は明確にしなければなら

ないと私は考えるものであります。そこで、

大手町地所との協議に関して、南美唄地区の

建設発生土の受入れ費用に係る市職員の対応

についてでありますが、これは特に、仮置場

の土地賃貸借契約における打合せ行為のこと

であり、お伺いするのは2項目ございます。 

この件は、下水道工事により発生した土を

一時的に堆積するため、市は5年ほど前から土

地の貸主である大手町地所と土地賃貸借契約

を結んでおりましたが、堆積した仮置土をそ

のまま引き取ってもらうことを趣旨とする処

分費に、当時の市の担当職員、以下「当時の

部長」といいますが、大手町に2,000万円を支

払うと約束したことが、一連の問題の発端で

はないでしょうか。これは令和4年3月17日付

けの大手町地所と取り交わした「打合せメモ」

において、仮置土の受入れ費用として、市が

大手町所に2,000万円を支払うとありますが、

そもそも部長職の専決決裁金額とはいくらな

のか。市の財務規則第4条の3第3号に部長等の

決裁では、工事請負費と建設工事に係る委託

料で1件2,000万円未満となっており、かつ、

これ以外のものでは1,000万円未満となって

おりますが、そこで1点目は、本件に関しての

部長等の決裁権はいくらなのか、お伺いいた

します。 

次に、「打合せメモ」は担当者間同士、大手

町所と当時の部長の確認事項であるので、市

の最終意思決定でないと監査請求の中で説明

しておりますが、例え担当者間同士での確認

事項に過ぎないものであっても、本来は、事

後の契約等に至るまでの調整事項、お互いが

確認する目的であると思われます。しかも、

大手町地所の住民訴訟の中では、令和3年11

月頃に本件の仮置場を返還するよう、大手町

地所が市に対し求め、その後、本件の土地、

これは仮置場のことでありますが、その返還

方法、原状回復方法等について協議が続けら

れたとあり、また、本件の金額が2,000万円と

いう高額な金額を大手町地所に約束する前に

庁舎内の関係部署、さらには市長、副市長と

の了解確認を取る必要があったと考えられま

すが、そこで2点目、当時の部長のこうした確

認行為はあったのかなかったのか。また、確

認があったならば、いつ誰にしたかをお伺い

いたします。 

●市長桜井恒君(登壇) 地域コミュニティの

活性化及びまちのにぎわいづくりに関する考

え方についてでありますが、はじめに、人口

減少及び少子高齢化の時代において、地域コ

ミュニティの活性化及びにぎわいづくりは本

市だけの問題ではなく、多くの自治体が抱え

る大きな問題となっております。そういった

中でコミュニティ放送は地域におけるニュー

メディアとして、地域の身近な話題などを提

供するだけではなく、市民の皆様も出演でき

る放送局であり、地域の情報発信基地として、
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重要な役割を担える存在であります。昨年、

防災を目的としたコミュニティ放送の整備に

ついては一旦停止したところであり、現在は

民間事業者が主体となって、地域から必要と

される事業者となるよう、その存在価値を高

めていく取組として、ネットラジオでの地域

情報の発信のほか、イベントを開催するなど、

コミュニティ放送の開局に向けて精力的に活

動されているものと認識しております。今後

におきましても、コミュニティ放送の免許を

取得するには、持続可能な経営基盤が必要で

あることから、さらに活動を広げながらコミ

ュニティ放送局に向けた機運の醸成が図られ

ていくことを期待しております。 

次に、ＦＭアップルの出演における感想に

ついてでありますが、ＦＭアップルは北海道

内10番目のコミュニティ放送局として平成9

年に設立されており、今もなお地域住民に親

しまれる放送局として、地域コミュニティの

活性化に貢献されてきたものと認識しており

ます。この度の出演については、本市の「美

唄市グリーン・ルネサンス推進事業」シンポ

ジウムに、講師としてお越しいただいた森先

生の番組にお招きいただき、美唄市のＰＲや

農業科の取組を紹介させていただきました。

出演後には多くの方からお声掛けをいただい

たところであります。番組出演を通じて、本

市においても、こうした民間の取組によって

地域コミュニティが活性化していくことを期

待したところであります。 

次に、職員の行動とその責任についてであ

りますが、美唄市財務規則第4条の3第3号及び

第4号で定められておりますとおり、工事請負

費並びに建設事業に係る委託料及び補償補填

につきましては、1件2,000万円未満、災害補

償費、補助金及び交付金、住宅資金及びつり

銭資金を除く貸付金、補償補填及び賠償金、

投資及び出資金並びに貸付金以外につきまし

ては、1件1,000万円未満となっております。 

次に、「打合せメモ」に関してでございます

が、現在、相手方と係争中でありますことか

ら、答弁は控えさせていただきます。 

●8番齋藤久美夫議員 まず、大綱1点目のコ

ミュニティＦＭ放送局についてでありますが、

市長は、札幌豊平区の「ＦＭアップル」に招

かれて美唄のＰＲ、そして本市小学校の総合

学習の科目である、農業科の取組について紹

介されておりましたが、出演後は多くの方か

らお声掛けがあったとのことで、ラジオとい

うメディアの力というか、情報発信力を市長

は実体験されたことと思います。しかも、市

長の低い太いお声で対談されておりましたが、

私もしっかり最後まで聞かせていただきまし

た。そこでですが、美唄にも、ネットラジオ

で盛んに地域情報発信を行っておりますので、

もし出演の依頼などがあるときは、この「Ｆ

Ｍアップル」の出演の経験を持って、美唄市

に関するＰＲなど、全道や全国に発信して、

どうか美唄を訪れる観光客の誘致や美唄を応

援してくださる方々のさらなる増加に頑張っ

ていただきたいということと併せて美唄の地

域コミュニティの活性化も図っていただきた

いと思っておりますが、市長のお考えをお伺

いいたします。 

次に、大綱2点目につきましては、当初の質

問に対しては、承知できるようなお答えがあ

りませんでした。このような答弁しか返って

こないようであれば、2点ほど述べさせていた
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だきます。 

まず1点は、「打合せメモ」に関する部長等

の決裁権についてであります。この件につい

ては、そもそも決裁権が2,000万円未満なのに

2,000万円を支払う。さらに美唄市の財務規則

には工事請負費、並びに建設工事にかかる委

託費、これは例えば建設の設計費等及び補償

補填については、1件2,000万円未満、その他

については1件、1,000万円未満とあります。

つまり、仮置土の受入れ費用として2,000万円

を支払うとしている「打合せメモ」は、ただ

仮置土を受入れてもらうだけで建設工事等に

なるのかということであり、そこで、この件

に関わる部長等の専決決裁権は2,000万円未

満でなく、1,000万円未満であると考えるもの

であります。そして、1,000万円未満の専決決

裁権で2,000万円を支払う、約束することは例

え契約に至ってないとしても、そもそも部長

の専決決裁権を超える建設発生土の受入れ費

として2,000万円を支払うと約束し、さらにそ

の仮置場に搬入した2万立米の土は、広義、広

い意味では市の財産に当たり、その分量を購

入すれば、約5,800万円相当であること、また、

仮置場を市が整地して、原状回復をして仮置

場を返還することが、どこで工事請負費等に

該当するのか。そういう中で、これらのこと

を約束するからこそ大きな問題になったもの

であり、そして市は、こういったことをどの

ように受け止めているのかが問題でありまし

て、これは職員一人一人がコンプライアンス

の大切さを理解し、日々の業務に反映させて

いくことが求められるものと思います。 

次に、2点目については、当初の質問でも言

いましたが、大手町地所と協議が続けられて

いたにも関わらず、令和4年3月17日までの間

に、市に対し協議の内容等の確認行為、報告

をしていないのではないかということであり

ます。このような高額で、自らの専決決裁権

を大きく逸脱している金額を支払うと単独で

約束するから、現在、市が抱える事態に陥っ

たのは明々白々であります。「打合せメモ」は、

本来は事後の契約等に至るまでの調整事項を

お互いが確認する目的でするものであるとい

うことは、先にも述べましたが、このように

2,000万円という高額な金銭に絡むというよ

うなことが、事前に当時の市長や関係部局と

の協議・連携もせず、かつ幾度かの仮置場の

返還の協議が行われている間においても、何

ら了承を確認することなしに令和4年3月17日

に「打合せメモ」を取り交わし、同年4月1日

に土地賃貸借契約締結をしたときも、一切、

「打合せメモ」を取り交わしていることを報

告がされていない事実において、今後、同じ

ようなことが繰り返されたならば、これは著

しい市民の行政不信へとつながっていくもの

と私は強く危惧するものであります。市長は、

昨年6月に市長選挙に立候補、当選されて、市

長が市長になったその時から市長の責務とし

て、この事案に関しては、何故このような事

態となり、その原因は何かをしっかり究明す

るとともに、再発防止に努めなければ、市民

の不安と行政不信だけが残ってしまうと思い

ますので、しっかりと職員の意識改革と庁内

の自浄能力を向上させることが必須であると

思います。以上2点について、私の思いを述べ

させてもらいましたが、市長のお考えがあれ

ばお伺いしたいと思います。 

●市長桜井恒君 コミュニティＦＭ放送局に
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ついてでありますが、現在、民間事業者にお

いてコミュニティ放送の開局に向けて、その

認知度を高めるため、ネットラジオなどから

取り組まれていることは承知しているところ

であります。市民の皆様にコミュニティ放送

の必要性を理解していただくためには、まず

は放送を聞いていただくことが重要であり、

その上で地域の皆様の機運が高まっていくこ

とが望まれるところであります。番組への出

演につきましては、依頼があれば積極的にお

受けし、市民への情報提供のほか、本市の魅

力を発信することでまちの活性化につなげて

まいりたいと考えております。 

次に、職員による「打合せメモ」に関する

事項についてでありますが、業務現場等で担

当者間において行われた行為を確認する通念

上の事務と認識しており、この度の建設発生

土の仮置場の件におきましても、「打合せメ

モ」による確認行為が行われたことは事実で

あり、しかしながら、「打合せメモ」による法

的な効果やその事実関係などにつきましては、

今後、訴訟の場において明らかにされるべき

ものと考えており、近日中に第1回目の口頭弁

論が裁判所において予定されておりますこと

から、今般の議会による一般質問答弁として

は、詳細を控えさせていただくものでありま

す。今後、訴訟を通じて相手方との話合いを

進めることになりますが、市民の皆様の心配

事や不安感を少しでも早く解消できるよう、

地方自治法に規定される議決や議会への報告

など法令を遵守しながら、慎重かつ真摯に対

応してまいりたいと考えているところであり

ます。なお、先ほど齋藤議員のご意見ござい

ました、市の職員がコンプライアンス上、違

反した対応をしたのではないかという趣旨の

ご発言につきましては、市議会定例会一般質

問の場でのご発言ということもあり、今後の

訴訟の場において、美唄市に不利な心象を与

える可能性があり、美唄市、ひいては美唄市

民が不利益を被ることがなければ良いなと危

惧しているところであります。以上、私から

の強い意見として申し述べさせていただきま

す。 

●8番齋藤久美夫議員 今ありましたとおり、

法廷の場で明白に決着するということであり

ますが、あくまでもこの問題は「打合せメモ」

から発したものでありますので、やはりここ

はそれなりの重きを持って、市は捉えるべき

だと思っておりますので、そして、あくまで

結果は裁判のとおりになるのが当たり前であ

りますので、そこは受入れるつもりではござ

いますので、ただ、この問題を市としてしっ

かりと受け止めていただきたいと思います。 

●市長桜井恒君 繰り返しになりますが、訴

訟を通じて相手方との話合いを進めることに

なっております。市民の皆様の心配な気持ち

や不安な気持ちが少しでも早く解消されるよ

う、慎重かつ真摯な対応を続けてまいりたい

と考えております。 

●議長谷村知重君 次に移ります。 

7番本郷幸治議員。 

●7番本郷幸治議員 令和6年第1回市議会定

例会に当たり、市長並びに教育長に伺います。 

大綱の1点目は、市政執行方針について、市

長にありましては、美唄のまちづくりのリー

ダーシップと選挙公約の実現など、多くの課

題に向けて、はじめての予算編成に取り組む

大事な議会であります。 
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はじめに、三つの基本政策について。 

一つ目として、「市民の暮らしを守ることを

最優先にする」について、新市立美唄病院の

完成予定が年度末になっていますが、工期と

工事費は計画どおり進んでいるのか。また、

市民が一番心配している病院の要である医師、

特に常勤医師確保の現状についても伺います。

また、「ＡＩを活用した、より利用しやすい新

たな交通手段の確保に取り組み」について、

具体的な内容について伺います。 

次に、「事業の優先順位を見直す」について、

「事業の統合や合理的な事業の優先順位付け

のもと、令和6年度の予算編成を行った」こと

について、主にどんな事業を統合し、また、

合理的な事業の優先順位を見直したのはどの

ような事業なのか。 

次に、「びばいの未来へ投資する」について、

「人口減少に歯止めをかけ、未来にわたって

持続可能な地域社会をつくる」と述べており

ますが、現在の本市の人口動態は自然減と社

会減を合計すると、年間で約400人から500人

減少しております。本市にありましては、ま

ちの存続に関わる最優先課題の人口減少問題

に市長ご自身として、人口減少に歯止めをか

ける具体策とはどのような施策なのか伺いま

す。また、「子どもの教育や子育て環境の整備

に必要な先行投資を行ってまいります」と述

べておりますが、本市の喫緊の課題でありま

す少子化対策に関連していると思いますが、

市長は昨年の選挙公約の中で、「びばいの未来

に投資する」政策には希望する全ての子ども

が0歳から無料で保育を受けられる環境整

備・習い事・塾などの学校外活動費を一部助

成とありましたが、新年度の予算にどのよう

に反映されたのか伺います。 

大綱の2点目は、企業版ふるさと納税につい

て。平成28年度に創設された企業版ふるさと

納税は、国が認定した地域再生計画に位置付

けられる地方公共団体の地方創生プロジェク

トに対して企業が寄附を行ったとき、法人関

係税から税額控除を受けられる制度でありま

す。損金算入による軽減効果と併せて令和2

年度税制改正により、地方創生のさらなる充

実強化に向け、地方への資金の流れを飛躍的

に高める観点から、税額控除の割合を現行の2

倍に引き上げ、税の軽減効果を約6割から最大

9割に拡充するとともに、手続きの簡素化を図

るなど、大幅な見直しを行った上で、5年間適

用期間が延長になりました。さらに、同年10

月には企業の人材を自治体に派遣することで、

企業版ふるさと納税を活用できる「人材派遣

型」が創設されました。企業における企業版

ふるさと納税の活用のメリットとして、ＳＤ

ＧｓやＥＳＧ(環境・社会・ガバナンス)への

寄与や創業地等の地域への恩返し、事業への

貢献などの社会貢献、企業のＰＲや地方公共

団体との新たなパートナーシップの事業展開

が挙げられます。また、地方公共団体におけ

る人材派遣型の活用のメリットは、専門的知

識、ノウハウを有する人材が寄附活用事業プ

ロジェクトに従事することで、地方創生の取

組をより一層、充実・強化することができま

す。さらに、関係人口の創出・拡大にも期待

できます。令和3年度の全国の実績ですが、前

年度と比較して大幅に増加しており、累計で

は1,028の地方公共団体が本制度を活用して

おります。企業にとっては地方創生に熱心な

企業というイメージアップ効果が大きく、自
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治体への寄附を通じて、地域との結びつきが

強まれば、新たなビジネスチャンスにつなが

ります。一方、自治体にとっては、いかに多

くの企業から寄附を集められるかが知恵の絞

りどころです。企業にとって魅力的な事業を

立案できているのか。興味を示してくれそう

な企業のリサーチできているのかなど、実際

の戦略的な取組が問われております。とりわ

け、情報発信力の強化が不可欠であります。

令和4年度の大臣表彰は、地方公共団体部門で、

北海道大樹町、兵庫県姫路市、徳島県神山町

が受賞されました。そこで、本市における過

去3年間のふるさと納税の実績と、企業版のふ

るさと納税の実績、今後の戦略的な取組につ

いて伺います。 

大綱の3点目は、高齢福祉行政について。認

知症を発症しても安心して暮らせる社会づく

りについて、市長並びに教育長に伺います。 

国では、2025年には高齢者の5人に1人が認

知症になると推計しております。認知症が私

たちにとってますます身近なものになってい

ます。そして、2024年の1月1日に共生社会の

実現を推進する「認知症基本法」が施行され

ました。基本法の目的は、認知症の人が尊厳

を保持しつつ、希望を持って暮らせることが

できる社会の構築であります。この目的に向

かってまず大切なことは、認知症に対する正

しい理解を深めることであると思います。以

下3点について伺います。 

一つ目として、認知症に対する正しい理解

を深める広報活動の展開について。先日、愛

知県から認知症希望大使に任命されたＫさん

の活動がテレビで紹介されていました。Ｋさ

んは認知症になる前、長年、地域の水道の検

針の仕事をしていましたが、ある日、訪問し

た水道メーターの場所が分からなくなり、仕

事にも支障をきたすようになりました。これ

が認知症のはじまりでした。その後、日常生

活にも支障をきたすようになる中で、ミスを

しないように努力や工夫をしても、なおかつ

ミスをしてしまう中で「今までやってきた自

信と今までやってきた信頼が一気に無くなっ

てしまった。こんなことでは仲間も失うと思

っていたら、やはりどんどん離れていきまし

た」と当時の心境を語るＫさん。そして脳に

異常があるのではないか。受診した病院でＫ

さんはアルツハイマー型認知症と診断されま

した。そして間もなく仕事の契約も打ち切ら

れました。Ｋさんは当時のことを「本当に居

場所が無くなって社会とのつながりが立ち切

られたという思いがあって、悲観に暮れてい

ました」と語っていました。こんなＫさんが

救われたのは、同じ認知症の人たちとの出会

いでした。「認知症だからというレッテルを抜

きにして普通に接してくれる、みんな認知症

だから、自分のありのままの姿で良いという

ところがとても居心地が良かった」と喜びを

語っていました。その後、自分が認知症であ

ることを周りの人に知ってもらい、ちょっと

した手助けをしてもらう中で、日常生活を取

り戻し、今では、愛知県から認知症希望大使

に任命され、認知症への理解を広める活動も

しているとのことです。今回、Ｋさんの実体

験を県や作業療法士会のメンバーとともに、

紙芝居にして、小さな子どもにも分かりやす

い形にして、多くの市民の方にも認知症への

正しい理解を広げる活動を進めるとのことで

した。そこで、本市にとりましても、このよ
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うな紙芝居や動画等を作成し、学校やイベン

トなどで認知症に対する正しい理解とちょっ

とした気遣いの大切さへの認識を深めるため、

広報活動を積極的に展開すべきと考えますが、

市長の見解をお聞かせください。 

次に、認知症スクリーニングの推進につい

て。認知症は早期発見と早期治療がとても重

要であります。アルツハイマー型認知症の場

合も早期から薬物療法を行うことで発症の進

行を遅らせることができるので、早めの受診

が肝心であります。早い段階から服薬をはじ

めるなど、認知症機能障がいに悩まされる時

間を短くすることができます。認知症の早期

診断と早期発見がなぜ重要なのか。それは、

早い段階で認知症を発見できた場合、今後の

治療や介護の方針を本人も交えてゆっくりと

話し合うことができるからです。年のせいと

いう理由から発見が遅れがちになる認知症で

すが、早めの対策をどうやって投じるのかが

認知症治療の一つのポイントであると思いま

す。また、認知症のチェックを受けて、専門

医による診断につなげることもできます。例

として、東京都が開設している「とうきょう

認知症ナビ」では認知症の基礎知識を深める

ことに加え、10項目のチェックリストで認知

症の可能性を診断することができるとのこと

です。「認知症なのでは」と気になっていると

きは、気軽にチェックできる環境の整備は非

常に有意義と考えますが、市長の見解をお聞

かせください。 

最後になります。認知症の人への理解を深

める体験型教育について。東京都の八王子市

では、小学生が認知症の方への手助けを学ぶ

授業が話題になっております。現在、認知症

サポーター養成講座が全国で展開され、認知

症サポーターの育成を図っておりますが、座

学を中心にした講義では、受動的になってし

まう傾向がありました。八王子市では、この

講義形式での講習を駄菓子屋で応対という体

験型の学習として、認知症の人と子どもたち

が売手や買手となって交流を図るという体験

学習を講習に組み込みました。この体験学習

は認知症の当事者と直接購入することにより、

当事者と同じ目線に立って、当事者の気持ち

や考えに触れることで、体感として認知症へ

の理解を深めることを狙いとしているとのこ

とです。そして、体験学習を終えた子どもた

ちから「認知症の人は何もできない、何でも

忘れてしまうのかと思っていたが実際は違っ

た。話せば普通だし、一緒に交流ができて楽

しかった」、「少し手伝えばみんなと同じよう

に生活できるのだと分かった」との感想から、

認知症への偏見は全く見られなかったとのこ

とであります。そこで、できることを一緒に

して、できないことを手助けしてあげるとい

う当たり前の人と人との関係の在り方を学ぶ

という意味でも、本市においても、認知症へ

の体験型学習を取り入れて、認知症の方への

偏見を無くす教育環境を整えるべきと考えま

すが、教育長の見解をお聞かせください。 

●市長桜井恒君(登壇) 三つの基本政策につ

いてでありますが、はじめに、一つ目の「市

民の暮らしを守ることを最優先にする」につ

いてであります。新病院の建替え工事につき

ましては、今月末の完了を予定しており、工

事期間及び工事費は当初の計画どおり進んで

おります。常勤医師の確保につきましては、

診療体制の充実を図るため、道内の医育大学
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はもとより、医師派遣を受けている道外医大

との連携を深めるとともに、日本プライマ

リ・ケア連合学会北海道ブロック支部の事務

局を継続して担うことで、総合診療医との関

係性を築き、指導員の確保に努めているとこ

ろであります。なお、医師確保につきまして

は、現在6月の採用に向け、最終調整を行って

いるところであります。地域公共交通につき

ましては、令和4年度に策定した「美唄市地域

公共交通計画」において、市民の公共交通ニ

ーズを把握するため、アンケート調査を実施

し、その結果としまして、「市民バスの便数を

増やしてほしい」、「バスの運行ルートが分か

りづらい」、「停留所を増やしてほしい」など

の意見が多くあったところです。これらの課

題を解消するために、現在の定時定路線の運

行形態ではなく、ＡＩを活用した予約・配車

等を行うＡＩデマンド交通の実証調査を行っ

てまいります。この実証調査は、スマホアプ

リや電話による予約に基づき、人工知能ＡＩ

を利用したシステムにより、利用者の希望し

た時間に、希望した場所へ、より早くたどり

着けるよう、最適な乗り合わせルートを作成

し、効率的に利用者のニーズに合った移動を

目指すことで、市民の皆様に、より利用しや

すいものとなるよう実証運行を行うものであ

ります。 

次に、二つ目の「事業の優先順位を見直す」

についてであります。令和6年度予算編成にお

ける事業の統合や合理的な事業の優先順位付

けにつきましては、主な事業の統合としまし

て、「「美味しい！びばい」農産物ＰＲ推進事

業」及び「農産物ブランド化促進事業」を統

合して、新たに「「美味しい！びばい」農産物

ブランド化促進事業」としたところであり、

これら2事業は、取組手法に相違はありますが、

目的が共通の「美唄産の農産物のＰＲや販路

の拡大」であることから、統合して相乗的に

取り組むことで、さらなる農業活性化や地域

経済活性化はもとより、「美唄を見て、知って、

買ってもらう」ことによる関係人口の拡大や

ふるさと納税の安定的確保につながるものと

判断したところであります。また、合理的な

事業の優先順位付けとしまして、中心市街地

の活性化については喫緊の課題であることか

ら、優先順位を引上げて、計画策定に向けて

進めていくこととしたほか、ＤＸの推進につ

きましても、重要課題と考えられますので、

民間のノウハウや他の自治体の先進事例に精

通する2人のＣＩＯ補佐官を配置し、庁内横断

的な体制を強化するとともに、本市にとって

必要なＤＸ推進の検討を行うこととしたとこ

ろであります。 

次に、三つ目の「びばいの未来へ投資する」

についてであります。人口減少に歯止めをか

ける具体策につきましては、子育て世代をタ

ーゲットとした移住・定住施策の推進強化で

あると考えております。本市におきましては、

人口の社会減は緩やかになっているにも関わ

らず、それ以上の割合で出生数が落ち込んで

おり、子どもを産み、育て続けられる環境整

備が急務であると考えております。このため、

子育て世代に向けて、現在行っている小学校

における「農業科」をはじめとする特色ある

教育、学校給食費の無償化、18歳までの子ど

もの医療費の全額助成などをＰＲするととも

に、今後につきましては、今年度実施した「第

3期美唄市子ども・子育て支援事業計画」の策
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定に伴うニーズ調査及び子どもの生活実態調

査を基に、子育て支援制度の充実を図ってま

いります。希望する全ての子どもが0歳から無

料で保育を受けられる環境整備につきまして

は、財源確保や受入れ体制の整備が重要なこ

とと考えております。近年、保護者の就労状

況等により、3歳未満の保育施設の入所希望者

が多いことや、先のニーズ調査及び子どもの

生活実態調査においても、3歳未満の保育ニー

ズが高いことを確認したところであります。

そのため、私といたしましては、希望する全

ての保護者が子どもを預けることができるよ

う、保育士の人員確保や既存保育施設の環境

整備を進め、子どもの受入れ体制を整えるこ

とが優先であると考えているところでありま

す。また、0歳から保育料の無償化につきまし

ては、子育て世代が安心して子どもを預ける

ことができる体制を整えた上で、取り組んで

まいります。習い事や塾などの学校外活動費

の一部助成につきましては、現在の子どもた

ちの習い事は、幼少期から水泳やサッカーな

どのスポーツのほか、書道やピアノなどの文

化・芸術、学習塾や英会話など多種多様であ

り、1人で複数の習い事をしている子どももい

ると承知しているところであります。令和6

年度については、子どもたちや保護者のニー

ズをしっかりと把握し、習い事や塾などの事

業者との協議や事業実施に向けた展望と課題

の整理を行うほか、先進地の事例などの調

査・研究を行う期間とすることから、予算計

上を見送ったところであります。 

次に、企業版ふるさと納税の過去3年間の実

績についてでありますが、過去3年間の実績と

いたしましては、令和2年度が6件で660万円、

令和3年度が5件で530万円、令和4年度が10件

で5,810万円の寄附があったところでありま

す。 

次に、今後の戦略的な取組についてであり

ますが、寄附をしていただく民間企業の立場

からいたしますと、社会貢献に意欲的な企業

であっても、その企業の経営方針などの条件

に合致していなければ、寄附には至らないと

考えられますので、企業版ふるさと納税を募

集する際は、本市における特徴的な事業をピ

ックアップしたパンフレットによりＰＲして

いるほか、オンラインで寄附の申し出ができ

るようホームページに掲載しているところで

あります。また、実際に寄附を頂いた企業に

つきましては、地域に貢献をいただいた実績

を広くお知らせするため、市の公式ホームペ

ージや広報メロディーなどで紹介をさせてい

ただいているところであります。このほか、

直接、企業に寄附を訴えかける取組として、

東京美唄会の総会や、札幌市と大阪市で開催

された道内企業や関連企業が集まる「ふるさ

とほっかいどう応援セミナー」において、本

市の地方創生事業のＰＲを行い、寄附を募っ

たところであります。今後につきましては、

美唄にゆかりのある企業へのトップセールス

を行うことに加え、新たに金融機関等と連携

し、それぞれのネットワークを活用して企業

へアプローチしていくことで、さらなる寄附

の拡大につなげてまいりたいと考えておりま

す。 

次に、認知症を発症しても安心して暮らせ

る社会づくりについてでありますが、認知症

に対する正しい理解を深める広報活動の展開

については、市では認知症の方やそのご家族、
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地域住民等が気兼ねなく相談し、正しい知識

を知ることができるように、認知症カフェを

通じて啓発しているほか、認知症サポーター

養成講座を開催しています。また、家族に認

知症と疑われる症状が発生した場合に、どの

ような医療や介護サービスを受ければ良いか

を理解できるよう、認知症ケアパスを作成し、

公共機関や市内外の医療機関に配布しており

ます。さらに、令和6年8月には、認知症にな

っても、できる限り住み慣れた地域で安心し

て暮らし続けることができる地域の実現を目

指し、国の認知症希望大使を務める認知症当

事者の方による講演会と、その方がモデルと

なった映画の上映会を計画しているところで

あります。今後につきましても、認知症への

偏見をなくし、正しい理解を深められるよう

取り組んでまいります。 

次に、認知症へのスクリーニングの推進に

ついてでありますが、市では、運動機能や認

知機能の低下の兆候がある方を早期に発見し、

要支援、要介護の状態になることを予防する

ために、高齢者の方に25の質問項目からなる

基本チェックリストを郵送しております。そ

の返送いただいた基本チェックリストの判定

を行い、認知機能の低下の兆候がある方に対

しては、介護予防教室等への参加を促し、認

知機能の低下を進行させないためのプログラ

ムを提供しているところであります。そのほ

か、希望者へは面談や電話で行うことができ

る簡易認知機能スケールを用い、結果に応じ

て専門職と面談し、今後の生活へのアドバイ

スや、専門医への受診勧奨等、早期の対応に

つなげられるよう、スクリーニングを行って

おります。今後も本人や家族が症状について

気になった段階で気軽にチェックでき、安心

して相談できるような体制づくりに努めてま

いります。 

●教育長石塚信彦君(登壇) 認知症の方への

理解を深める体験型教育についてであります

が、厚生労働省によると、2025年には65歳以

上の認知症の方の人数は約700万人、「高齢者

の5人に1人は認知症」になると予測されてお

り、中学校学習指導要領では、高齢者の身体

の特徴を理解することや介護の基礎に関する

体験的な活動を行うことが位置付けられてい

るところであります。このため、将来を担う

子どもたちには、認知症に対する理解を深め

るほか、高齢者の介助方法や障がいのある方

による講話、手話や車いすを使用した体験学

習などにより、福祉や介護に関する学びの機

会を充実させることが大切であります。今年

度、市内小中学校においては、美唄養護学校

との交流事業やアンプティサッカー体験を通

して、障がいを持っている方の思いや願いに

ついて学んだところであり、美唄尚栄高校で

は、市職員を講師とした「認知症サポーター

養成講座」を開催し、生徒が認知症の症状や

日常生活への影響について学び、仮想現実

(VR)体験を通じて、認知症への理解を深めた

と伺っているところであります。今後におき

ましては、「認知症サポーター養成講座」や北

海道による「次世代の担い手育成推進事業」

の活用などにより、子どもたちが自分のこと

として捉えることができる体験学習を充実さ

せ、優しさや他者を思いやる心を育んでまい

りたいと考えております。 

●7番本郷幸治議員 まず一つ目は、「ＡＩを

活用した、より利用しやすい交通手段の確保
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について」何点かお伺いします。 

まず、質問の一つ目として、実証運行の時

期は、本市は豪雪地域で特に冬期間の12月か

ら2月にかけて、市街地と農村地域では天候が

変化することが度々あります。このような状

況も考慮して、どの地域を想定しているのか。 

二つ目として、ＡＩデマンド交通の実証調

査は、担当課である生活環境課が自ら行うの

か。また、委託の場合、委託先はどのような

事業者を想定しているのか。 

三つ目として、実証運行を行い、次は本格

運行へ移行していくと思いますが、本格運行

はいつ予定し、どこのエリアで検討している

のか。 

四つ目として、ただいまの答弁で、ＡＩを

活用した予約・配車ができることで、利用者

の利便性を高めることを目的とした事業とし

て理解をさせていただきました。今後さらに

発展させ、ＡＩを活用した自動運転バスの事

業の考え方はないのか伺います。 

二つ目として、「びばいの未来へ投資する」

について、人口減少や少子化対策は、本市の

最優先の喫緊の課題であります。これらの課

題に対して、積極的に取り組んでおります先

進地の事例でありますが、千葉県流山市では、

民間から人材を登用しマーケティング課を設

置し、どうすれば子育て世帯の移住者が増え

るのか、様々検討した結果、はじめに必要な

ことは、保育士を増やすことだと決め、保育

士に給料のほか、月4万円の手当を支給、そう

やって保育士を確保し、保育ステーションを

整備して、駅に子どもを連れてくれば、そこ

から先の保育園に送迎してくれるシステムを

構築、その結果、若い子育て世帯の移住者が

流山市に続々と転入しているそうです。本市

も是非、専門の部署をつくり、先進地の流山

市の事例を参考にしながら、積極的に取り組

むべきと思いますが、市長の見解をお伺いし

ます。 

●市長桜井恒君 ＡＩデマンド交通及び人口

減少・少子化対策についてでありますが、Ａ

Ｉデマンド交通につきましては、市街地を中

心とした市民バス東線の走行地域内を実証運

行の対象地域として予定しているところであ

ります。 

次に、実証運行の実施方法につきましては

業務委託とし、ＡＩシステムについてはシス

テム関連事業者、車両の運行管理については、

市内で運行管理実績のある事業者を予定して

いるところであります。 

次に、本格運行の開始時期につきましては、

令和7年度を予定しており、まずは実証運行と

同じ地域からと考えているところであります。 

次に、ＡＩを活用いたしました自動運転バ

スの事業の考えにつきましては、将来に向け

て、自動運転バスなどの新たな公共交通手段

につきましても市民の皆様へ情報提供しなが

ら、本市にとって、利便性の高い公共交通体

系を構築してまいります。 

次に、人口減少・少子化対策につきまして

は、本市においては、希望する保護者の方が

安心して預けることができる保育施設の受入

れ体制を整えることが重要であり、保育士の

人材を確保することが最も優先順位が高いと

考えているところであります。そのためにも、

流山市をはじめとする保育士確保を先進的に

取り組んでいる他の自治体の事例を参考に、

人材確保に向けて積極的に取り組んでまいり
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ます。 

●議長谷村知重君 以上で、一般質問を終わ

ります。 

これをもって、本日の日程は全部終了いた

しました。 

本日は、これをもって散会いたします。 

大変ご苦労さまでした。 

 

午後 14 時 15 分 散会 
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